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一般社団法人 日本投資顧問業協会 



 
倫 理 綱 領 

 
 
 
 投資顧問業務は、年金資産の運用等を通じ顧客ニーズに応えた専門的かつ高

品質のサービスを顧客に提供する一方で、高度な専門性に対し顧客から信任を

得、社会からも期待されている。 

 我々、一般社団法人日本投資顧問業協会の会員は、投資顧問業務に対するこ

うした顧客からの信任や社会からの期待に応え、投資顧問業者の社会的使命を

再確認するため、ここに投資顧問業務を行う上での根幹となる３つの要素につ

いての倫理綱領を定め、投資顧問業務を遂行するにあたり遵守することを宣言

する。 

 

 

１．受託者責任の徹底 

我々は、顧客からの信任に応え適切に業務運営を遂行するため、受託者責任

について再認識し、忠実義務及び注意義務を全うする。そのため、我々は、高

い職業倫理意識をもって、顧客の利益を自己の利益より優先し、全ての顧客を

公平に扱い、細心の注意を払って投資顧問業務を運営する。 

 

２．コンプライアンスの強化 

我々は、コンプライアンスの重要性を再認識した上で、あらゆる法令やルー

ルを誠実に遵守し、また、コンプライアンス体制のより一層の強化を進める。 

 

３．ガバナンスの確保 

 我々は、受託者責任の徹底とコンプライアンスの強化を図るため、意思決定 

 プロセスや内部管理体制など投資顧問業者としてのガバナンスの確保を図る。 
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Ⅰ．事業活動のまとめ 

 

一般社団法人日本投資顧問業協会は、金融商品取引法第 78 条に規定される認定金融商品取引

業協会として、投資者の保護を図るとともに、投資運用業および投資助言・代理業の健全な発展

に資するという目的を達成するため、自主規制ルールの制定・改廃等の業務や当局との折衝等

種々の活動を行っています。 

 

平成 25 年 6 月閣議決定「日本再興戦略」に金融・資本市場の活性化や公的・準公的資金の運

用等の在り方について検討を行うことが掲げられました。これを受けて、「金融・資本市場活性

化有識者会合」（岩間会長が有識者として参加）において「金融・資本市場活性化に向けての提

言」がなされ、「公的・準公的資金の運用・リスク管理等の高度化等に関する有識者会議」にお

いて年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）等の改革が提言されました。また、機関投資

家が、対話を通じて企業の中長期的な成長を促すなど、受託者責任を果たすための原則である「責

任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫が策定されました。 

 

「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫については、「日本

版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」において積極的に意見を述べ、情報提供

を行い、平成 25 年 12 月に公表されたコード案に対して会員各社に意見を募り意見書を提出する

など、コード策定に積極的に関与しました。また、会員へのアンケートを実施し取組み状況の把

握を進め、会員のさらなる理解を深めるために研修を実施しました。 

 

コーポレート・ガバナンス向上への取組みについては、平成 23 年 10 月から開始した「コーポ

レート・ガバナンス研究会」（会長の私的諮問機関）の第 7回目を平成 25 年 7 月に開催し、「英

国スチュワードシップ・コード」について議論を行いました。また、研究会のテーマおよびメン

バーを拡大し、資産運用業の在り方等について深い議論を行うことを目的として平成 26 年 1 月

に「拡大版コーポレート・ガバナンス研究会」の初回を開催しました。 

 

金融庁から平成 25 年 6 月に公表された運用報告書の記載事項等に関する「平成 24 年金融商品

取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案」および同年 8 月に公表された対象有

価証券の範囲に係る「金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商

品取引所を指定する件の一部を改正する件（案）」に対し、会員各社に意見を募り意見書を提出

しました。 

また、平成 25 年 3 月に公表された「空売り規制の総合的な見直し（案）等」および同見直し

（案）を踏まえ同年 4月に公表された「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」に

対し、会員各社に意見を募り意見書を提出しました。 

 

自主規制ルールについては、インサイダー取引規制の対象となる有価証券の範囲を拡大する法

令改正に伴う「業務運営にあたり留意すべき基準について」等の改正を行いました。また、「会

員の処分等に関する規則」、「規律委員会設置運営規則」および「業務内容開示実施要領」の改

正を行いました。 



  
３ 

将来の資産運用業界を担う人材の育成等を目的に実施している寄附講座については、平成 25

年度においても、早稲田大学、一橋大学、大阪大学、京都大学、神戸大学および名古屋大学にお

いて開設しました。なお、平成 26 年度においては、東北大学においても開設する予定となって

います。 

 

Ⅱ．投資運用業および投資助言・代理業の現況 

 

１ 登録業者数については、平成 19 年 9 月の金融商品取引法施行により投資運用業および投資助

言・代理業の業務分野が拡大・多様化したことから、平成 20 年度に大きく増加しましたが、そ

の後は比較的安定した推移となっています。 

平成 26 年 3 月末現在では、投資運用業登録が 314 社、投資助言・代理業登録が 765 社(注 1)とな

っています。なお、投資運用業登録業者のうち、8 社が平成 24 年度に導入された適格投資家向

け投資運用業者です。 

協会会員数については、平成 20 年度には登録業者数の増加を受けて投資運用会員が、また、

平成 22 年度には金融ＡＤＲ制度創設を受けた非会員業者の大量加入により投資助言・代理会員

が増加しましたが、その後は比較的安定した推移となっています。 

平成 26 年 3 月末現在における会員数は、735 社と前年同月比で 20 社減少しました。内訳は、

投資運用業を行う会員が 245 社、投資助言・代理業を行う会員が 490 社となっています。 

なお、投資運用業を行う会員のうち、投資一任業務を行う会員が 239 社、ファンド運用業(注2)

を行う会員が 9社です。投資一任業務を行う会員のうち、不動産関連有価証券を投資対象とする

会員が68社、ラップ業務を行う会員が11社、適格投資家向け投資運用業を行う会員が7社です。

また、投資助言・代理業を行う会員のうち、不動産関連有価証券を投資対象とする会員が 156

社です。 

（注 1）投資運用業登録を行っていない投資助言・代理業登録業者の数をいいます。 

（注2） ファンド運用業とは、金融商品取引法第2条第8項第15号に掲げる行為を業として行うことをいいます。 

ファンド運用業を行う会員 9社のうち、3 社については投資一任業務を併営しています。 

   

２  平成 25 年度は、日経平均株価が 19.6％上昇するなど、世界的な金融緩和とアベノミクスによ

る景気回復期待を背景に国内外株式市況は堅調な推移となりました。また、外国為替市況につ

いては、円はほとんどの通貨に対して下落し、対米ドルでは 9.5％のドル高・円安となりました。

このような投資環境を受け、投資運用業を行う会員の平成 26 年 3 月末の契約資産（投資一任契

約、投資助言契約およびファンド運用の合計残高）は、平成 25 年 3 月末の 183 兆円から 14 兆

円増加し、197 兆円となりました。 

  このうち、ラップ口座の契約資産は 7,689 億円から 1 兆 3,760 億円に、不動産関連有価証券

による運用残高は 8 兆 3,503 億円から 6 兆 5,527 億円に、ファンド運用の契約資産は 1,791 億

円から 1,962 億円になりました。 

  「絶対収益獲得を目的とする運用による受託状況」は、5兆 363 億円となり、前年度末の 4兆

1,959 億円から増加しました。 
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Ⅲ．平成 25 年度事業活動 

 

１ 総会 

 

当期中に第 29 回定時総会を開催しました。 

その概要は、次のとおりです。 

 

第２９回定時総会 

(1)  開催日 平成 25 年 6 月 20 日 

(2)  場所 東京証券会館 8階ホール 

 （東京都中央区日本橋茅場町 1 丁目 5番 8 号） 

(3)  出席会員数    総数 752 会員中 608 会員（書面表決 504 会員を含む） 

(4)  出席会員の議決権の数  総数 1478 個中 1274 個 

(5)  付議事項  

報告事項  

1. 平成 24 年度(一般社団法人としての初年度)事業報告 

2. 平成 24 年度公益目的支出計画実施報告 

決議事項  

第 1 号議案 平成 24 年度(一般社団法人としての初年度)財務諸表等承認の件 

第 2号議案 平成 25 年度理事選任の件 

第 1号議案は原案どおり可決・承認され、また、第 2 号議案の決議により理事 20 

名が選任されました。 

 

定時総会終了後、証券取引等監視委員会の岳野万里夫事務局長（当時）からご講演をい

ただいたのち、来賓を交え会員・協会役員との懇親会を開催しました。 

 

２ 理事会  

 

当期中に理事会を 12 回開催しました。 

それぞれの開催日および主要審議事項は、次のとおりです。 

 

第３１５回  理事会    平成 25 年 4 月 24 日  （出席理事 17 名） 

① 業務委員会・自主規制委員会の委員および委員長の委嘱について同意 

② 平成 25 年度会長候補者選考委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

③ 入会申請者 3 件について審議・承認、会員資格の喪失 15 件について報告 

④ 会員の処分 2 件について審議・決議 

⑤ 平成 25 年度協会理事候補者の推薦依頼について説明 

⑥ 自由民主党日本経済再生本部・金融調査会合同会議における会長説明について報告 

⑦ 空売り規制の総合的な見直し（案）等に関する意見書提出について報告 

⑧ 金融商品取引法等の一部を改正する法律案について報告 
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⑨ 各種研修の開催結果について報告 

⑩ 第 29 回定時総会までのスケジュールについて報告 

 

第３１６回  理事会    平成 25 年 5 月 29 日  （出席理事 14 名） 

① 第 29 回定時総会の開催および書面による議決権行使を認めることについて審議・決議 

② 同総会の決議事項および報告事項について承認 

③ 入会申請者 2 件について審議・承認、会員資格の変更 2 件、会員資格の喪失 5 件に

ついて報告 

④ 衆議院財務金融委員会への会長の参考人としての出席について報告 

⑤ 証券取引等監視委員会との懇談会の実施について報告 

⑥ 第 29 回定時総会の応援者依頼について報告 

 

第３１７回  理事会    平成 25 年 6 月 14 日  （出席理事 11 名） 

① 業務委員会、自主規制委員会の各委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

② 「広告、勧誘等に関する自主規制基準」の一部改正について審議・決議 

③ 「ファンド運用業に関する業務運営基準」の一部改正について審議・決議 

④ 「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の一部改正につい

て審議・決議 

⑤ 投資一任契約に係る議決権等行使指図に関するアンケート（第 12 回）の実施につい

て審議・決議 

⑥ 「定例統計作成実施要領」の一部改正について審議・決議 

⑦ 平成 25 年度研修計画について審議・決議 

⑧ 投資一任会員向けフォローアップアンケートの集計結果について報告 

⑨ 不動産関連有価証券運用に関するフォローアップアンケートの集計結果について報告 

⑩ 不動産関連有価証券の助言業務に関するフォローアップアンケートの集計結果につ

いて報告 

⑪ ファンド運用業に関するフォローアップアンケートの集計結果について報告 

⑫ ラップ業務に関するフォローアップアンケートの集計結果について報告 

⑬ 入会申請者 1 件について審議・承認、会員資格の喪失 4件について報告 

⑭ 会員の処分について審議・決議 

⑮ 空売り規制の総合的な見直しに係る「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令

（案）」等への意見提出について報告 

⑯ 臨店による会員監査の状況について報告 

⑰ 平成 25 年 3 月末統計について報告 

⑱ 企業年金連合会の 2012 年度資産運用実態調査について報告 

⑲ 投資運用会社要覧の発行について報告 

⑳ 第 29 回定時総会当日の集合時間等について報告 
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第３１８回  理事会    平成 25 年 6 月 20 日  （出席理事 20 名） 

① 岩間理事を会長（代表理事）に選定することについて決議 

② 壱岐理事、岩崎理事、山本理事の 3 理事を副会長に、長尾理事を副会長専務理事に

選定することについて決議 

 

第３１９回  理事会    平成 25 年 7 月 5日  （出席理事 14 名） 

① 元協会長 本村 正忠氏および 雅夫氏に名誉顧問を委嘱することについて決議 

② 各常設委員会の委員および委員長を次のとおりとすることについて同意 

業務委員会･･･････････委員長：壱岐副会長 

委 員   ：岩崎、大場、蒲生、久木田、國定、髙野、高橋、

中井、馬医、菱田、前、吉田の各氏 

自主規制委員会･･･････委員長：山本副会長 

委 員   ：天野、新井、五十嵐、伊藤、數間、髙谷、多田、

平田、松田、森本、山口の各氏 

③ 各部会の部会員の推薦結果について報告  

④ 入会申請者 1 件について審議・承認、会員資格の喪失 4件について報告 

⑤ 「米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）への対応について」の周知につ

いて報告 

⑥ 金融商品取引業等に関する内閣府令第 130 条第 4 項の規定に基づく金融商品取引業

協会の規則を指定する告示（金融庁告示第 38 号）の公布について報告 

⑦ 平成 24 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案の公表

について報告 

⑧ 証券取引等監視委員会の検査結果に基づく勧告について報告 

⑨ 協会宛届出のあった法令違反行為等の事例集について報告 

 

第３２０回  理事会    平成 25 年 9 月 25 日  （出席理事  16 名） 

① 業務委員会、自主規制委員会の各委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

② 「会員の処分等に関する規則」の一部改正について審議・決議 

③ 「自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員の資料提出及び届出等に関する規則」

の一部改正について審議・決議 

④ 「業務内容開示実施要領」の一部改正について審議・決議 

⑤ 「投資助言・代理会員向け法令等諸規則の遵守状況に関するフォローアップアンケ

ート（第 8回）」の実施について審議・決議 

⑥ 入会申請者 13 件について審議・承認、会員資格の喪失 11 件について報告 

⑦ 投資一任契約に係る議決権等行使指図に関するアンケート（第 12 回）の集計結果に

ついて報告 

⑧ 平成 24 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案に対する

パブリックコメントの結果等について報告 

⑨ 「金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所

を指定する件の一部を改正する件（案）」に対する意見について報告 
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⑩ 「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」等（空売り規制関連等）に

対するパブリックコメントの結果等について報告 

⑪ FATCA の動向について報告 

⑫ 「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」について報告 

⑬ 平成 25 年 6 月末統計について報告 

⑭ 大学における寄附講座について報告 

⑮ 金融庁幹部との意見交換会について報告 

 

第３２１回  理事会    平成 25 年 10 月 23 日  （出席理事  16 名） 

① 入会申請者 2 件について審議・承認、会員資格の喪失 1件について報告 

② 投資助言・代理会員に対する行政処分および注意喚起について報告 

③ 日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会について報告 

④ 米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）の動向について報告 

⑤ 投資運用会員の平成 24 年度収支統計について報告 

⑥ 平成 25 年度第 1回 FM アナリスト研修の開催について報告 

 

第３２２回  理事会    平成 25 年 11 月 27 日  （出席理事  18 名） 

① 入会申請者 6 件について審議・承認、会員資格の喪失 8件について報告 

② 会員の処分について審議・決議 

③ 平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案等の公

表について報告 

④ 特別会計に関する法律等の一部改正について報告 

⑤ 「金融・資本市場活性化有識者会合」について報告 

⑥ 「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」について報告 

⑦ 証券取引等監視委員会への業務説明について報告 

⑧ 消費税率等の引上げに関する閣議決定への対応について報告 

⑨ 平成 25 年度第 1回 FM アナリスト研修の開催結果について報告 

 

第３２３回  理事会    平成 25 年 12 月 18 日  （出席理事  20 名） 

① 業務委員会の委員の委嘱について同意 

② 入会申請者 1 件について審議・承認、会員資格の変更 2 件、会員資格の喪失 1 件に

ついて報告 

③ 平成 25 年 9 月末統計について報告 

④ 「金融・資本市場活性化有識者会合」について報告 

⑤ 「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」について報告 

⑥ 「公的・準公的資金の運用・リスク管理等の高度化等に関する有識者会議」につい

て報告 

⑦ 平成 24 年金融商品取引法等改正に係る政令・内閣府令案等について報告 

⑧ 投資運用会員 会員代表者研修会について報告 
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第３２４回  理事会    平成 26 年 1 月 22 日  （出席理事  17 名） 

① 自主規制委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

② 投資助言・代理会員向け法令等諸規則の遵守状況に関するフォローアップアンケー

トの集計結果について報告 

③ 入会申請者 5 件について審議・承認、会員資格の喪失 3件について報告 

④ 「責任ある機関投資家」の諸原則（案）≪日本版スチュワードシップ・コード≫ 

～投資と対話を通じて企業の持続的成長を促すために～の公表について報告 

⑤ 「金融・資本市場活性化有識者会合」について報告 

⑥ 「コーポレート・ガバナンス研究会」におけるテーマ等の拡大について報告 

⑦ 「米国・外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）に係る対応期間の６ヵ月繰延等

について」の周知について報告 

⑧ 協会宛届出のあった法令違反行為等の事例集について報告 

⑨ 今後の理事会等のスケジュールについて報告 

⑩ 当面の研修スケジュールについて報告 

 

第３２５回  理事会    平成 26 年 2 月 26 日  （出席理事  18 名） 

① 業務委員会委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

② 入会申請者 4 件について審議・承認、会員資格の喪失 9件について報告 

③ 「責任ある機関投資家」の諸原則（案）≪日本版スチュワードシップ・コード≫に対

する意見書の提出について報告 

④ 日本版スチュワードシップ・コードに関するアンケートの結果について報告 

⑤ 「金融・資本市場活性化有識者会合」について報告 

⑥ 「拡大版コーポレート・ガバナンス研究会」について報告 

⑦ 平成 25 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る内閣府令案等に対するパブ

リックコメントの結果等について報告 

⑧ 平成 24 年金融商品取引法等改正（総合取引所関係）に係る政令・内閣府令案等（行為

規制に係る部分を除く）に対するパブリックコメントの結果等について報告 

⑨ 「主要行等向けの総合的な監督指針」等及び「金融検査マニュアル」等の一部改正（案）

の公表（反社会的勢力への対応に係る金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針等

の改正）について報告 

⑩ 大学における寄附講座について報告 

⑪ 投資運用会員 会員代表者研修の開催について報告 

⑫ 投資助言・代理会員セミナーの開催について報告 

⑬ 不動産系列会員向けコンプライアンス研修の開催について報告 

⑭ 特別研修の開催について報告 

⑮ 各種研修の開催結果について報告 

 

第３２６回  理事会    平成 26 年 3 月 26 日  （出席理事  18 名） 

① 業務委員会、自主規制委員会の各委員長から委員会の審議経過、結果について報告 

② 平成 26 年度会長候補者選考要領について審議・決議 
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③ 平成 26 年度事業計画について審議・決議 

④ 平成 26 年度収支予算について審議・決議 

⑤ 「規律委員会設置運営規則」の一部改正について審議・決議 

⑥ 「業務内容開示実施要領」の一部改正について審議・決議 

⑦ 「業務運営にあたり留意すべき基準について」の一部改正について審議・決議 

⑧ 「ファンド運用業に関する業務運営基準」の一部改正について審議・決議 

⑨ 「ラップ業務に関する業務運営基準」の一部改正について審議・決議 

⑩ 「投資助言業に関する業務運営基準」の一部改正について審議・決議 

⑪ 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）について審議・決議 

⑫ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・運用）及び同（不動産・助言）につい

て審議・決議 

⑬ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）について審議・決議 

⑭ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）について審議・決議 

⑮ 入会申請者 5 件について審議・承認、会員資格の変更 1 件、会員資格の喪失 7 件に

ついて報告 

⑯ 「金融商品取引業者等検査マニュアル」等の一部改正（案）の公表について報告 

⑰ 「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫の確定に

ついて報告 

⑱ 平成 25 年 12 月末統計について報告 

⑲ 各種研修の開催結果について報告 

 

３ 常設委員会  

 

協会は、業務委員会および自主規制委員会の 2 つの常設委員会と、その下部組織である 10

の部会を設置しています。 

 

（１） 業務委員会および部会 

「業務委員会」は、会員の業務運営に関する諸問題、協会業務および協会運営上重要な

事項に関する諸問題についての検討を行う常設委員会です。当期の開催状況は、次のとお

りです。 

  

第２１回 業務委員会  平成 25 年 6 月 3 日 

① 「定例統計作成実施要領」の一部改正について 

② 平成 25 年度研修計画について 

③ 空売り規制の総合的な見直しに係る「金融商品取引法施行令の一部を改正する政 

令（案）」等への意見提出について 

④ 企業年金連合会の 2012 年度資産運用実態調査について 

⑤ 業務各部会及び特別部会の一年間の活動状況について 

 

  



  
１０ 

第２２回 業務委員会  平成 25 年 7 月 16 日  

① 委員会の運営要領について 

 ② これまでの主な活動状況について 

 ③ 当面の検討課題について 

 ④ 業務委員会の下部部会の設置について  

 ⑤「 会員の処分等に関する規則」の一部改正について 

  ⑥ 平成 24 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案の公 

表について 

  ⑦ 金融商品取引業等に関する内閣府令第 130 条第 4 項の規定に基づく金融商品取引 

業協会の規則を指定する告示（金融庁告示第 38 号）の公布について 

 ⑧ 「米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）への対応について」の周知に 

ついて 

 

第２３回 業務委員会  平成 25 年 9 月 18 日   

 ① 「自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員の資料提出及び届出等に関する規則」 

  の一部改正について 

 ② 「業務内容開示実施要領」の一部改正について 

 ③ 「金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引 

所を指定する件の一部を改正する件（案）」に対する意見について 

 ④ FATCA の動向について 

 ⑤ 「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」等（空売り規制関連等）に 

対するパブリックコメントの結果等について 

⑥ 平成 24 年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に係る政令・内閣府令案に対 

するパブリックコメントの結果等について 

⑦ 「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」について 

 

第２４回  業務委員会    平成 26 年 1 月 31 日      

① 「責任ある機関投資家」の諸原則（案）≪日本版スチュワードシップ・コード ≫ 

   に対する意見（案）について 

② FATCA の動向について 

③ 特別会計に関する法律の改正について  

④ 平成 24 年金融商品取引法等改正（総合取引所関係）及び平成 25 年金融商品取引法

等改正（1年以内施行）等に係る政令・内閣府令案等に対する対応について 

       

第２５回  業務委員会    平成 26 年 3 月 17 日  

① 平成 26 年度会長候補者選考要領について 

② 規律委員会設置運営規則の一部改正について 

③ 業務内容開示実施要領の一部改正について 
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④ 「主要行等向けの総合的な監督指針」等及び「金融検査マニュアル」等の一部改 

正（案）の公表について（反社会的勢力への対応に係る金融商品取引業者等向け 

の総合的な監督指針等の改正） 

 ⑤ 「金融商品取引業者等検査マニュアル」等の一部改正（案）の公表について 

 ⑥ 「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード ≫の確定 

について 

⑦ 日本版スチュワードシップ・コードに関するアンケート結果について 

⑧ 平成 25 年金融商品取引法等改正（1年以内施行）等及び平成 24 年金融商品取引法 

等改正（総合取引所関係）に係る政令・内閣府令案等に対するパブリックコメント 

の結果等について 

 

業務委員会のメンバーは、次のとおりです。 

 

委 員 長 壱 岐 浩 一 ＤＩＡＭアセットマネジメント㈱ 代表取締役会長 

委  員 大 場 昭 義 東京海上アセットマネジメント㈱ 代表取締役社長 

 蒲 生 英 雄 みずほ証券㈱ 常務取締役兼常務執行役員 

 久 木田  伸 いちよしアセットマネジメント㈱ 取締役社長 

 國 定  剛 中銀アセットマネジメント㈱ 代表取締役 

 外 和 正 光 新生インベストメント・マネジメント㈱ 代表取締役社長 

 （吉田 浩一） （新生インベストメント・マネジメント㈱ 代表取締役社長）

 髙 野  真 ピムコジャパンリミテッド 取締役社長および日本における代表者 

 高 橋  誠 ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン㈱ 取締役会長 

 中 井 省 吾 三井不動産投資顧問㈱ 取締役社長 

 長 谷川常雄 大和企業投資㈱ 専務取締役 管理本部長 

 （馬医 良明） （大和企業投資㈱ 上席参事） 

 菱 田 賀 夫 三井住友信託銀行㈱ 執行役員受託資産企画部部長 

 前  一 明 ファーストメイク・リミテッド㈱ 代表取締役 

 渡 邊 国 夫 野村アセットマネジメント㈱ ＣＥＯ兼執行役社長 

 （岩崎 俊博） （野村アセットマネジメント㈱ ＣＥＯ兼執行役会長兼社長）

事 務 局 香 月 宏 介 ＤＩＡＭアセットマネジメント㈱ 企画調整グループ マネジャー 

（ ）は前任者 

 

業務委員会の下部組織として、第一部会（一任）、第二部会（不動産）、第三部会（ファン

ド）、第四部会（ラップ）および第五部会（助言）を組成し、各分野の検討を行いました。主

な検討事項は次のとおりです。 

 

a．AIJ 事案を踏まえた法令等改正への対応について 

AIJ 事案を踏まえた一連の法令改正や当協会における取組み等について、協会事務局か

ら報告がありました。【第二部会】 



  
１２ 

 

b．金融商品取引法の一部改正（インサイダー取引規制に係る見直し）について 

平成 25 年 4 月 16 日に金融庁から公表された「金融商品取引法等の一部を改正する法律

案」のインサイダー取引規制に係る見直しについて、協会事務局から報告がありました。

【第二部会】 

 

c．空売り規制の総合的な見直しに係る「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」 

等への意見（案）について 

平成 25 年 4 月 30 日に金融庁から公表された「金融商品取引法施行令の一部を改正する政

令（案）」等への意見（案）の内容について検討しました。【第一部会、第四部会】 

 

d.「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案）」等（空売り規制関連等）に対する

パブリックコメントの結果等について 

平成 25 年 8 月 21 日に金融庁から公表された「金融商品取引法施行令の一部を改正する

政令（案）」等（空売り規制関連等）に対するパブリックコメントの結果等について、協

会事務局から報告がありました。【第一部会】 

 

e．平成 24 年金融商品取引法等改正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案への意見（案）

について 

平成 25 年 6 月 27 日に金融庁から公表された運用報告書に詳細を記載すべき対象有価証

券の範囲等を定めた「平成 24 年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に係る政令・内

閣府令案」への意見（案）の内容について検討しました。【第一部会】 

 

f．平成 24 年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に係る政令・内閣府令案に対する

パブリックコメントの結果等について 

平成 25 年 8 月 30 日に金融庁から公表された平成 24 年金融商品取引法等改正（１年以

内施行）等に係る政令・内閣府令案に対するパブリックコメントの結果等について、協会

事務局から報告がありました。【第一部会】 

 

g．「金融商品取引業等に関する内閣府令第 130 条第 4 項に規定する金融商品取引業協会の

規則等を指定する件（案）」の公表について 

平成25年 5月 14日に金融庁から公表された「金融商品取引業等に関する内閣府令第130

条第 4 項に規定する金融商品取引業協会の規則等を指定する件（案）」の内容について、

協会事務局から報告がありました。【第一部会、第三部会】 

 

h．金融商品取引業等に関する内閣府令第 130 条第 4項の規定に基づく金融商品取引業協会 

の規則を指定する告示（金融庁告示第 38 号）の公布について 

平成 25 年 6 月 28 日に公布された「金融商品取引業等に関する内閣府令第 130 条第 4項

の規定に基づく金融商品取引業協会の規則を指定する告示」において、当協会の「ファン

ド監査に関する規則」が金融庁長官の指定する金融商品取引業協会の規則として指定され

た旨、協会事務局から報告がありました。【第一部会、第二部会】 

 

i. 「金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所を 

指定する件の一部を改正する件（案）」に対する意見（案）について 
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平成 25 年 8 月 8日に金融庁から公表された対象有価証券の範囲に係る「金融商品取引

法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所を指定する件の一

部を改正する件（案）」に対する意見（案）について、検討しました。【第一部会】 

 

j．平成 24 年金融商品取引法等改正（総合取引所関係）及び平成 25 年金融商品取引法等改  

正（1年以内施行）等に係る政令・内閣府令案等に対する対応について 

平成 24 年金融商品取引法等改正（総合取引所関係）及び平成 25 年金融商品取引法等改

正（1 年以内施行）等に係る政令・内閣府令案等への対応について、協会事務局から報告

がありました。【第一部会】 

 

k．特別会計に関する法律の改正について 

  特別会計に関する法律の改正内容および外国為替資金特別会計が保有する外国債券の 

運用について運用委託先の登録が開始されている旨、協会事務局から報告がありました。

【第一部会】 

 

l．｢米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）への対応について｣の周知について 

平成25年6月21日に会員へ通知した「米国の外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）

への対応について」の内容について、協会事務局から報告がありました。 

【第一部会、第二部会、第三部会、第五部会】 

 

m．FATCA の動向について 

平成 25年 8月 19 日に FATCA の FFI 登録ポータルサイトが開設された旨および FATCA に

係る対応スケジュールが半年間繰り延べられた旨について、協会事務局から報告がありま

した。【第一部会、第三部会】 

 

n．日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会について 

平成 25 年 8 月 6 日に開催された「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者

検討会」（第１回）の議事内容について、協会事務局から報告がありました。【第一部会】 

 

o．「責任ある機関投資家」の諸原則(案)《日本版スチュワードシップ・コード》に対する

意見(案)について 

平成 25 年 12 月 26 日に金融庁から公表された「責任ある機関投資家」の諸原則(案)《日

本版スチュワードシップ・コード》に対する意見(案)について、検討しました。 

【第一部会】 

 

p．年金積立金管理運用独立行政法人の運用受託機関公募について 

平成 25 年 5 月 2 日に投資運用会員代表者へ通知した「年金積立金管理運用独立行政法

人の運用受託機関公募について」の内容について、協会事務局から報告がありました。 

【第一部会】 

 

q．企業年金連合会の 2012 年度資産運用実態調査について 

企業年金連合会が例年実施している資産運用実態調査に関し、2012 年度（平成 24 年度）

分については、AIJ 投資顧問事案を受けて一部変更した調査票を用い、前年度同様に行い

たい旨の申し出があったことについて、協会事務局から報告がありました。また、当該調
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査票に記入される個人情報の管理について、企業年金連合会に対し留意を求めた旨、協会

事務局から報告がありました。【第一部会】 

 

r．「業務内容開示実施要領」の見直しについて 

投資助言・代理業に関する「業務内容開示実施要領」の別紙様式等の見直しについて、

協会事務局から報告がありました。【第二部会、第五部会】 

 

部会のメンバーは、次のとおりです。 

 

業務第一部会（一任） 

部 会 長 平野  司 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 総合企画部長 

副 部 会 長 森  伸治 みずほ投信投資顧問㈱ 経営企画部長 

 （福井 真樹） （みずほ投信投資顧問㈱ 経営企画部長） 

部 会 員 石山 浩幸 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室長 

 泉  俊郎 三井住友信託銀行㈱ 受託資産企画部統括主任調査役 

 金本 昌謙 ﾍﾞｲﾋﾞｭｰ・ｱｾｯﾄ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 運用企画部長 

 鎌谷  稔 いちよしｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 小松 充明 ﾋﾟﾑｺ ｼﾞｬﾊﾟﾝ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 柳原 秀敏 DIAM ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 杉田 良実 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部長 

 永森  泰 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

事 務 局 廣中 一雅 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 総合企画部ｼﾆｱ・ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

（ ）は前任者 

業務第二部会（不動産） 

部 会 長 前田 兼生 三井不動産投資顧問㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ 

副 部 会 長 宮塚 則之 東京建物不動産投資顧問㈱ 企画・管理部長 

部 会 員 上野 浩一 三菱地所投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部次長兼内部監査部次長 

 川西 伸明 野村不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ 

 神田 敏郎 森ビル不動産投資顧問㈱ 企画管理部部長 

 酒井 尚樹 東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 内部監査室長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 （藤井 康彦） （東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員内部監査室長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長） 

 林  順一 日土地ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員経営企画部長 

 宮﨑俊一郎 安田不動産投資顧問㈱ 取締役ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長兼内部監査室長 

 (池田新二郎) （安田不動産投資顧問㈱ 取締役ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長） 

 森峰 晋平 ｼﾞｮｰﾝｽﾞ ﾗﾝｸﾞ ﾗｻｰﾙ㈱ 法務部長･ｱｿｼｴｲﾄ ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ ﾘｰｶﾞﾙｱﾝﾄﾞｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

 山口 光昭 みずほ信託銀行㈱ 不動産投資顧問部不動産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ次長 

 （笹原 雅夫） (みずほ信託銀行㈱ 不動産投資顧問部不動産ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ次長)

 渡辺  靖 ｾｷｭｱｰﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 最高管理責任者業務管理部長

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 杉田 良実 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部長 

 山口  太 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役 
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 （松田 健志） （一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役） 

事 務 局 永野英一郎 三井不動産投資顧問㈱ 業務部ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

（ ）は前任者 

業務第三部会（ファンド） 

部 会 長 百島 久治 大和企業投資㈱  経営企画部長 

 （阿部 和也） （大和企業投資㈱  経営企画部長） 

部 会 員 君嶋 美波 ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ 

 古賀 慎二 ㈱ｼﾞｬﾌｺ 管理部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 岡崎 剛司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部部長 

 川崎 勝彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

（ ）は前任者 

業務第四部会（ラップ） 

部 会 長 松村 健一 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟﾋﾞｼﾞﾈｽ部長 

部 会 員 太田  剛 三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部長 

 (大久保慎二) （三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部部長） 

 佐藤 英規 みずほ証券㈱ 投資顧問部業務管理チーム次長 

 長沢 治之 SMBC 日興証券㈱ 投資顧問事業部業務課長 

 中村 宗男 野村證券㈱ 投資顧問事業部ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ課長 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 岡崎 剛司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部部長 

 和内 正一 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役 

事 務 局 横山 文蔵 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟﾋﾞｼﾞﾈｽ部業務課上席課長代理 

（ ）は前任者 

業務第五部会（助言） 

部 会 長 前  一明 ﾌｧｰｽﾄﾒｲｸ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ㈱ 代表取締役 

副 部 会 長 平田 和生 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  代表取締役CEO 

部 会 員 相川 弘行 ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 代表取締役 

 川合美智子 ㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役 

 （鈴木 章司） （あすかｺｰﾎﾟﾚｲﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ 管理本部長） 

 林  知之 ㈲林投資研究所 代表取締役 

 藤村 哲也 ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱ 代表取締役 

 本澤  実 共生投資顧問㈱ 代表取締役社長  

 松下 篤三 兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 代表取締役 

 （余吾 兼司） （㈱余吾経済研究所 代表取締役） 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 高谷 哲司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 業務部長 

 砂山 康弘 一般社団法人 日本投資顧問業協会 業務部部長 

 柏木  剛 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

（ ）は退任者 
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（２） 自主規制委員会および部会 

「自主規制委員会」は、自主規制ルールの制定・改廃およびフォローアップアンケートの

実施等自主規制ルールに関する諸問題についての検討を行う常設委員会です。当期の開催状

況は、次のとおりです。 

 

第１４６回 自主規制委員会    平成 25 年 6 月 11 日   

①「広告、勧誘等に関する自主規制基準」の一部改正について 

②「ファンド運用業に関する業務運営基準」の一部改正について 

③「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の一部改正について 

④ 投資一任会員向けフォローアップアンケートの集計結果について 

⑤ 不動産関連有価証券運用に関するフォローアップアンケートの集計結果について 

⑥ 不動産関連有価証券の助言業務に関するフォローアップアンケートの集計結果に

ついて 

⑦ ファンド運用業に関するフォローアップアンケートの集計結果について 

⑧ ラップ業務に関するフォローアップアンケートの集計結果について 

⑨ 投資一任契約に係る議決権等行使指図に関するアンケートの実施について 

⑩ 自主規制各部会の一年間の活動状況について 

 

第１４７回 自主規制委員会    平成 25 年 7 月 12 日   

① 委員会運営要領について 

② これまでの主な活動状況について 

③ 当面の検討課題について 

④ 自主規制各部会について 

⑤ 金融商品取引業等に関する内閣府令第130条第4項の規定に基づく金融商品取引業

協会の規則を指定する告示（金融庁告示第 38 号）の公布について 

 

第１４８回 自主規制委員会    平成 25 年 9 月 19 日   

① 投資助言・代理会員向け法令等諸規則の遵守状況に関するフォローアップアンケー

トの実施について 

② 「投資一任契約に係る議決権等行使指図に関するアンケート」の集計結果について 

③ 「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」について 

  

第１４９回 自主規制委員会    平成 26 年 1 月 17 日  （書面委員会） 

・投資助言・代理会員向け法令等諸規則の遵守状況に関するフォローアップアンケー 

トの集計結果について 

 

第１５０回 自主規制委員会    平成 26 年 3 月 19 日 

①「業務運営にあたり留意すべき基準について」の一部改正について 

②「ファンド運用業に関する業務運営基準」の一部改正について 
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③「ラップ業務に関する業務運営基準」の一部改正について 

④「投資助言業に関する業務運営基準」の一部改正について 

⑤ 自主規制ルール遵守状況等調査票（投資一任）について 

⑥ 自主規制ルール遵守状況等調査票（不動産・運用）及び同（不動産・助言）に 

ついて 

⑦ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ファンド）について 

⑧ 自主規制ルール遵守状況等調査票（ラップ）について 

 

自主規制委員会のメンバーは、次のとおりです。 

 

委 員 長 山 本 幸 次 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ㈱ 取締役社長

委 員 天 野 雅 美 三菱地所投資顧問㈱ 取締役社長 

 新 井  聡 野村證券㈱ 執行役員 

 五 十嵐  剛 三井住友信託銀行㈱ 受託監理部 部長 

 伊 藤 健 五 朝日ライフアセットマネジメント㈱ 取締役社長 

 小 原 賢 三 東海東京アセットマネジメント㈱ 取締役社長 

 （山口  良一） （東海東京アセットマネジメント㈱ 取締役社長） 

 數 間 浩 喜 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント㈱ 取締役社長 

 髙 谷 正 伸 農林中金全共連アセットマネジメント㈱ 取締役社長 

 多 田 正 己 大和住銀投信投資顧問㈱ 取締役社長 

 平 田 和 生 ＵＯＢアセットマネジメントジャパン㈱ 代表取締役ＣＥＯ 

 松 田 宏 明 ㈱ジャフコ 執行役員 

 森 本 紀 行 ＨＣアセットマネジメント㈱ 取締役社長 

事 務 局 山 本  明 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ㈱ コンプライアンス・リスクマネジメント部長

（ ）は前任者 

 

自主規制委員会の下部組織として、第一部会（一任）、第二部会（不動産）、第三部会（フ

ァンド）、第四部会（ラップ）および第五部会（助言）を組成し、各分野の検討を行いまし

た。主な検討事項は次のとおりです。 

 

ａ．自主規制ルールの制定・改正について 

 

・ 「広告、勧誘等に関する自主規制基準」に関して、犯罪による収益の移転防止に関す

る法律の改正が施行されることに伴い、「本人確認」から「取引時確認」へ、用語の

修正に係る改正案を検討しました。【全部会】 

  「ファンド運用業に関する業務運営基準」に関しても、同様の改正案を検討しました。 

【第三部会】   
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・「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」に関して、適格退職

年金制度が廃止されたことに伴い、不要となった条項を削除する旨の改正案を検討し

ました。【第一部会】 

 

・「業務運営にあたり留意すべき基準について」に関して、金融商品取引法等の法令改

正によりインサイダー取引規制の対象となる有価証券の範囲の拡大に伴い、役員又は

使用人が自己の計算で行う取引に係る管理対象となる有価証券の範囲に「投資証券等」

を追加する旨等の改正案を検討しました。【第一部会】 

また、「ファンド運用業に関する業務運営基準」【第三部会】、「ラップ業務に関

する業務運営基準」【第四部会】および「投資助言業に関する業務運営基準」【第五

部会】に関しても、同様の改正案を検討しました。 

 

ｂ．自主規制ルールの遵守状況等調査票（旧：フォローアップアンケート）について 

 

自主規制ルールの遵守状況等について、会員自身による自主的総点検などを目的と

して、「自主規制ルール遵守状況等調査票」（平成 26 年 3 月末現在実施分より改称。

改称前は「フォローアップアンケート」）による主要ルールのフォローアップを実施

しています。また、フォローアップの結果について会員に対し問題点等を含め情報還

元するとともに、回答内容に問題がある会員に対して注意喚起することにより、ルー

ルの周知徹底を図っています。 

・平成 25 年 3 月末現在で実施したアンケートの結果および問題点について、協会事務

局から報告がありました。アンケート結果等について自主規制委員会および理事会に

報告し、会員あて情報還元しました。アンケート結果の概要および注意喚起すべき回

答がある会員については規律委員会に報告しました。【第一部会、第二部会、第三部

会、第四部会】 

・自主規制ルール遵守状況等調査票によるフォローアップを平成 26 年 3 月末現在で実

施するための検討を行いました。【第一部会、第二部会、第三部会、第四部会】 

・平成 25 年 9 月末現在で実施した投資助言・代理会員向けアンケートの結果および問

題点について、協会事務局から報告がありました。アンケート結果等について自主規

制委員会および理事会に報告し、会員あて情報還元しました。アンケート結果の概要

および注意喚起すべき回答がある会員については規律委員会に報告しました。 

【第五部会】 

 

ｃ．投資一任契約に係る議決権等行使指図に関するアンケートについて【第一部会】 

 

投資一任契約に係る議決権等行使指図に関し、自主規制ルールの遵守状況をフォロー

するとともに、5・6月開催の株主総会における議決権等行使状況についての把握を行う

ために、平成 14 年から国内株式を運用対象としている投資一任会員向けにアンケートを

実施しています。本アンケートは回を重ね、平成 25 年 6 月で 12 回目の実施となりまし

た。 
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投資一任会員の議決権行使状況に関しては、例年、アンケートの集計結果等を公表し

ています。アンケート結果のうち、平成 25 年 5・6 月開催の株主総会での会員の議決権

行使状況等は、次のとおりです。 

・会社提案議案に対して反対・棄権をした会員（69 社）における会員 1 社あたりの反対・

棄権をした平均企業数および議案件数の割合は、それぞれ 41％（前年:38％）、13％（前

年:12％）でした。主な反対・棄権議案は、退職慰労金関係議案、新株予約権発行関係

議案でした。 

・議決権電子行使プラットフォームを活用した議決権行使指図について、今後活用する

かどうか検討中という会員は全体の 4割弱でしたが、実際に利用しているとの回答は 6

社に留まっていました。 

 

部会のメンバーは、次のとおりです。 

 

自主規制第一部会（一任） 

部 会 長 西 俊一郎 ﾆｯｾｲｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 企画総務部専門部長 

副 部 会 長 佐藤  淳 新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 （後藤 淳夫） （新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長） 

部 会 員 岩崎  誠 大和住銀投信投資顧問㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 （小原 道生） （大和住銀投信投資顧問㈱ 法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長） 

 鈴木 浩一 東海東京ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

 丸嶋 慎二 三井住友信託銀行㈱ 受託監理部 次長 

 山田 一博 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ﾘｽｸ管理部長 

 山本  明 ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部長

 依田  太 FGI ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 杉田 良実 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部長 

 大槻 幸孝 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

事 務 局 江尻 達郎 ﾆｯｾｲｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 企画総務部課長補佐 

（ ）は前任者 

自主規制第二部会（不動産） 

部 会 長 武田 和之 三菱地所投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長兼内部監査部長 

副 部 会 長 酒井 尚樹 東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 内部監査室長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

（藤井 康彦） （東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 執行役員内部監査室長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長） 

部 会 員 市川 吉紀 東京海上不動産投資顧問㈱ ﾘｽｸ管理部長 

 大川 雅之 三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問㈱ 企画管理部長 

 河上 滋夫 興和不動産投資顧問㈱ 取締役管理部長 

 小林  啓 三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 業務管理部 部長 

 林  泰宏 
ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾗﾝﾄﾞ･(ｼﾞｬﾊﾟﾝ)･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ  

日本における代表者 兼 内部統制･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部統括責任者 ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞ･ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ

 前田 兼生 三井不動産投資顧問㈱ 取締役ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｵﾌｨｻｰ 
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 武藤 欣一 野村不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 部長 

 綿引伸一郎 東京建物不動産投資顧問㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部長 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 杉田 良実 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部長 

 山口  太 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役 

 （松田 健志） （一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役） 

事 務 局 金崎 博一 三菱地所投資顧問㈱ 企画総務部 ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

（原田 昭洋） （三菱地所投資顧問㈱ 経営企画部 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部 ﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

（ ）は前任者 

自主規制第三部会（ファンド） 

部 会 長 古賀 慎二 ㈱ｼﾞｬﾌｺ 管理部管理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

部 会 員 君嶋 美波 ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽｵﾌｨｻｰ 

 百島 久治 大和企業投資㈱  経営企画部長 

 （阿部 和也） （大和企業投資㈱  経営企画部長） 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 岡崎 剛司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部部長 

 川崎 勝彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

（ ）は前任者 

自主規制第四部会（ラップ） 

部 会 長 松村 健一 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟﾋﾞｼﾞﾈｽ部長 

部 会 員 太田  剛 三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部長 

 (大久保慎二) (三井住友信託銀行㈱ 投資顧問業務部部長) 

 佐藤 英規 みずほ証券㈱ 投資顧問部業務管理チーム次長 

 長沢 治之 SMBC 日興証券㈱ 投資顧問事業部業務課長 

 中村 宗男 野村證券㈱ 投資顧問事業部ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ課長 

専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 岡崎 剛司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 企画部部長 

 和内 正一 一般社団法人 日本投資顧問業協会 主任調査役 

事 務 局 横山 文蔵 大和証券㈱ ﾗｯﾌﾟﾋﾞｼﾞﾈｽ部業務課上席課長代理 

（ ）は前任者 

自主規制第五部会（助言） 

部 会 長 平田 和生 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  代表取締役CEO 

副 部 会 長 前  一明 ﾌｧｰｽﾄﾒｲｸ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ㈱ 代表取締役 

部 会 員 相川 弘行 ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 代表取締役 

 川合美智子 ㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 代表取締役 

 （鈴木 章司） （あすかｺｰﾎﾟﾚｲﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ 管理本部長） 

 林  知之 ㈲林投資研究所 代表取締役 

 藤村 哲也 ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱ 代表取締役 

 本澤  実 共生投資顧問㈱ 代表取締役社長  

 松下 篤三 兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 代表取締役 

 （余吾 兼司） （㈱余吾経済研究所 代表取締役） 
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専門部会員 長尾 和彦 一般社団法人 日本投資顧問業協会 副会長専務理事 

 高谷 哲司 一般社団法人 日本投資顧問業協会 業務部長 

 砂山 康弘 一般社団法人 日本投資顧問業協会 業務部部長 

 柏木  剛 一般社団法人 日本投資顧問業協会 調査役 

   （ ）は退任者 

 

４ 規律委員会 

 

協会の自主規制機能の一環として、会長の諮問機関である規律委員会が設置されており、

当期中に 10 回開催しました。 

 

第８１回  委員会    平成 25 年 4 月 4日  

① 法令違反被疑案件について 

②「倫理綱領」の制定及び「会員の処分等に関する規則」の一部改正について 

 

第８２回  委員会    平成 25 年 4 月 16 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 

 

第８３回  委員会    平成 25 年 4 月 24 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 

 

第８４回  委員会    平成 25 年 6 月 3日  

① 法令違反被疑案件について 

② 臨店による会員監査の状況について 

    

第８５回  委員会    平成 25 年 6 月 14 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 

 

第８６回  委員会    平成 25 年 8 月 5日 

・自主規制ルール フォローアップアンケートの集計結果と協会の対応について 

 

第８７回  委員会    平成 25 年 8 月 14 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 

 

第８８回  委員会    平成 25 年 11 月 8 日 

・法令違反被疑案件について 

 

第８９回  委員会    平成 25 年 11 月 27 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 
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第９０回  委員会    平成 26 年 1 月 22 日（書面委員会） 

・法令違反被疑案件について 

 

規律委員会のメンバーは、次のとおりです。 

 

委 員 長     宮 代  力 弁護士（元最高検検事） 

委 員     工 藤 雄 二 y2e ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ代表（元ｼｭﾛｰﾀﾞｰ投信投資顧問㈱社長）

 黒 川 正 明 元野村投資顧問㈱社長 

 関  篤 二 元さくら投資顧問㈱会長 

 西 本 綱 三 元明治ﾄﾞﾚｽﾅｰ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱社長 

 松 本  康 元ﾊﾟﾅｯｼｭ投資顧問㈱代表取締役 

専門委員 得 能 英 夫 一般社団法人 日本投資顧問業協会 常任監事 

 

５ 自主規制ルール等協会諸規則の見直し 

 

理事会決議を経て、次のとおり自主規制ルールや諸規則の改正を行いました。 

 

(1) 「広告、勧誘等に関する自主規制基準」の一部改正 

 

  平成 25 年 6 月 14 日の理事会において、「広告、勧誘等に関する自主規制基準」の一

部改正を行いました。改正点は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」の改正に

伴う「本人確認」から「取引時確認」への用語の修正です。 

 

(2) 「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正な行使について」の一部改正 

 

平成 25 年 6 月 14 日の理事会において、「投資一任契約に係る議決権等行使指図の適正

な行使について」の一部改正を行いました。改正点は、適格退職年金制度が廃止されたこ

とに伴う不要となった条項の削除です。 

 

(3) 業務運営基準の一部改正 

  

平成 26 年 3 月 26 日の理事会において、「業務運営にあたり留意すべき基準について」

の一部改正等を行いました。主な改正点は、金融商品取引法等の法令改正によりインサイ

ダー取引規制の対象となる有価証券の範囲の拡大に伴い、役員又は使用人が自己の計算で

行う取引に係る管理対象となる有価証券の範囲への「投資証券等」の追加等です。また、

同理事会において、「ファンド運用業に関する業務運営基準」、「ラップ業務に関する業

務運営基準」および「投資助言業に関する業務運営基準」に関しても、同様の改正等を行

いました。 

平成 25 年 6 月 14 日の理事会において、「ファンド運用業に関する業務運営基準」の一

部改正を行いました。改正点は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」の改正に伴
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う「本人確認」から「取引時確認」への用語の修正です。 

 

(4) 「自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員の資料提出及び届出等に関する規則」の

一部改正 

   

平成 25 年 9 月 25 日の理事会において、｢自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員

の資料提出及び届出等に関する規則」の一部改正を行いました。改正点は、「検査結果通

知書」が「検査終了通知書」に改称されたことに伴う変更です。 

 

(5) 「会員の処分等に関する規則」の一部改正 

   

平成 25 年 9 月 25 日の理事会において、｢会員の処分等に関する規則」の一部改正を行

いました。改正点は、同規則第 7 条第 2 項で規定する別紙「過怠金の額の算定基準」の

変更です。 

 

(6) 「規律委員会設置運営規則」の一部改正 

   

平成 26 年 3 月 26 日の理事会において、｢規律委員会設置運営規則」の一部改正を行い

ました。改正点は、委員長代理の新設です。 

 

(7) 「定例統計作成実施要領」の一部改正 

   

平成 25 年 6 月 14 日の理事会において、｢定例統計作成実施要領」の一部改正を行いま

した。改正点は、適格退職年金制度が廃止されたことに伴う記載欄（適年）の削除です。 

 

(8) 「業務内容開示実施要領」の一部改正 

   

平成 25 年 9 月 25 日の理事会において、｢業務内容開示実施要領」の一部改正を行いま

した。主な改正点は、投資助言・代理会員の開示項目の追加（併営する業の種別）等です。

また、平成 26 年 3 月 26 日の理事会において、投資一任業およびファンド運用業の開示項

目を追加（CFA 協会認定証券アナリスト数）する一部改正を行いました。 

 

６  その他の協会活動および特記事項 

 

(1) 金融・資本市場活性化有識者会合について 

   

平成 25 年 10 月 1 日に政府の日本経済再生本部において決定された「成長戦略の当面の

実行方針」で、「家計の金融資産を成長マネーに振り向けるための施策をはじめとする日

本の金融・資本市場の総合的な魅力の向上策や、アジアの潜在力の発揮とその取り込みを

支援する施策について、年内に取りまとめを行う」と示されたこと等を踏まえ、金融業界、
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事業会社、学者など各界の有識者が、大所高所から自由闊達な意見を述べることを目的と

して、同年 11 月 11 日に、「金融・資本市場活性化有識者会合」（幹事：東京大学大学院

経済学研究科 伊藤隆敏教授）が、金融庁・財務省に設置されました。 

本会合には岩間会長がメンバーとして参加し、岩間会長を含む 6 名の有識者により、平

成 25 年中に 3 回の会合が開催され、同年 12 月 13 日に「金融・資本市場活性化に向けて

の提言」が公表されました。その中では、「豊富な家計資金や公的年金等が成長マネーに

向かう循環の確立」として、国民のライフサイクルに応じた資産形成の支援、GPIF 等の改

革の推進、外貨準備資金の外部運用機関への運用の委託などが、また、「企業の競争力の

強化、起業の促進」における企業の新陳代謝・ガバナンス強化に向けた取組みとして、ス

チュワードシップ・コードの導入などが提言されました。 

本会合は、これら提言、施策の実施状況をフォローし、また、新たな課題等が生じてい

ないかなどをチェックするために、平成 26 年も引き続き開催されています。 

 

(2) 自由民主党「日本経済再生本部及び金融調査会合同会議」における説明 

 

平成 25 年 4 月 2 日に開催された自由民主党「日本経済再生本部及び金融調査会合同会

議」に、岩間会長が出席し、我が国の公的・準公的資金の運用の高度化に向けて説明し、

意見を述べました。また、大場理事も同席し、補足説明を行いました。 

 

(3) 日本版スチュワードシップ・コードについて 

 

平成 25 年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略」を踏まえ、「日本版スチュワードシ

ップ・コードに関する有識者検討会」（金融庁内に事務局を設置）が策定を進めてきた「責

任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫が平成 26 年 2 月 27

日に公表されました。 

同コードは、投資運用会員を含む機関投資家が、投資先の日本企業やその事業環境など

に関する深い理解に基づく建設的な「目的を持った対話」などを通じて、当該企業の企業

価値の向上や持続的成長を促すことにより、顧客・受益者の中長期的な投資リターンの拡

大を図る責任（スチュワードシップ責任）を果たすにあたり、有用と考えられる諸原則を

定めるものです。 

これについて、協会として、積極的に関与することとし、「日本版スチュワードシップ・

コードに関する有識者検討会」には、DIAM アセットマネジメント㈱の野口専務取締役に参

加いただくとともに、平成 25 年 9 月 18 日の第 2回有識者検討会において、スチュワード

シップ活動への会員の取組み状況や、先行事例である英国の機関投資家等から得た提言・

意見の紹介等を行いました。 

また、同年 12月 26日にコード案の意見募集が行われた際には、会員各社の意見を募り、

同コードに基づく活動は年金基金等顧客や企業側の理解、協力が必要である旨等を記載し

た意見書を、平成 26 年 1 月 31 日に、「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識

者検討会」事務局へ提出しました。 

スチュワードシップ活動および同活動を担う機関投資家に対する期待の高まりを踏ま
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え、同年 1月 31 日に、同コードへの対応や評価について、会員へのアンケートを実施し、

取組み状況の把握を行いました。 

同年 2 月 27 日に同コードの確定版が公表された後も、会員のさらなる理解を深めるた

めに、同年 3 月 31 日に、金融庁総務企画局の油布企業開示課長を講師に迎え、日本版ス

チュワードシップ・コードに関する研修会を実施しました。 

  

(4) コーポレート・ガバナンス向上への取組み 

 

国内外のコーポレート・ガバナンス問題に関する議論や研究を行い、その結果を外部へ

発信することを目的として、平成 23 年 10 月から、「コーポレート・ガバナンス研究会」

（会長の私的諮問機関）を組成しています。 

当期においては、第 7回目を平成 25 年 7 月 31 日に開催し、「英国スチュワードシップ・

コード」について、協会事務局から出張報告をしたのち、議論を行いました。 

また、この研究会のテーマおよびメンバーを拡大し、資産運用業の在り方等について深

い議論等を行うことを目的として「拡大版コーポレート・ガバナンス研究会」の初回を、

平成 26 年 1 月 29 日に開催しました。議論の内容・資料は、ホームページ等に掲載し、紹

介しました。 

「従来版」および「拡大版」の研究会メンバーは、次のとおりです。 

 

【従来版】 

座 長 池尾 和人 慶應義塾大学経済学部教授 経済学博士 

メンバー 上村 達男 早稲田大学法学部・大学院法務研究科教授 

 柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授 

 鹿毛 雄二 ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 特別顧問 

 松尾 直彦 西村あさひ法律事務所 弁護士 

 岩間陽一郎 一般社団法人 日本投資顧問業協会 会長 

 

【拡大版】 

座 長 池尾 和人 慶應義塾大学経済学部教授 経済学博士 

メンバー 上村 達男 早稲田大学法学部・大学院法務研究科教授 

 柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授 

 鹿毛 雄二 ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社 特別顧問 

 松尾 直彦 西村あさひ法律事務所 弁護士 

 岩間陽一郎 一般社団法人 日本投資顧問業協会 会長 

専門ﾒﾝﾊﾞｰ 猪股 伸晃 JP ﾓﾙｶﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長 

 岩崎 俊博 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 CEO 兼執行役会長兼社長 

 大場 昭義 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長 

 森本 紀行 HC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長 
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(5) 金融商品取引法制に関する意見提出 

 

以下の各改正案等につき、会員各社の意見を募り、意見書を提出しました。 

 

 ① 空売り規制の総合的な見直し（案）等 

平成 25 年 3 月 7 日に金融庁から公表された「空売り規制の総合的な見直し（案）等」

について、会員各社の意見を募り、市場間の十分な連携が図れるような実効的な制度設

計を要望する旨の意見書を、同年 4 月 1日に同庁総務企画局市場課に提出しました。 

  

 ② 金融商品取引法施行令の一部を改正する政令（案） 

平成 25 年 4 月 30 日に金融庁から公表された「金融商品取引法施行令の一部を改正す

る政令（案）」について、会員各社の意見を募り、①空売り規制の適用にあたり市場間

の十分な連携が図れるような実効的な制度設計を要望する旨、②直近空売り残高割合の

削除を要望する旨の意見書を、同年 5 月 29 日に同庁総務企画局市場課に提出しました。    

同年 8月 21 日に金融庁から意見募集結果が公表され、実務の運用については規制の実

効性が確保されるよう適切な対応を採られる旨の考え方が、同庁から示されました。 

 

③ 平成 24 年金融商品取引法等改正（1年以内施行）等に係る政令・内閣府令案 

平成 25 年 6 月 27 日に金融庁から公表された平成 24 年金融商品取引法等改正（1 年以

内施行）等に係る政令・内閣府令案について、会員各社の意見を募り、金融商品取引業

等に関する内閣府令案第 134 条第 2 項における「当該運用財産の額に対する割合」の算

出方法等に関する意見書を、同年 7 月 26 日に金融庁総務企画局市場課市場機能強化室に

提出しました。 

同年 8月 30 日に金融庁から意見募集結果が公表され、「当該運用財産の額に対する割合」

の算出方法等について、協会から提出した意見書と同様の考え方が、同庁から示されました。 

  

④ 金融商品取引法施行令第二条の十二の三第四号ロに規定する外国の金融商品取引所

を指定する件の一部を改正する件（案） 

 平成25年8月8日に金融庁から公表された金融商品取引法施行令第二条の十二の三第

四号ロに規定する外国の金融商品取引所を指定する件の一部を改正する件（案）につい

て、会員各社の意見を募り、NYSE Arca 取引所が「金融庁長官が指定する外国の金融商

品取引所」に含まれる旨を確認する趣旨の意見書を、同年 9 月 6日に金融庁総務企画局

企業開示課に提出しました。 

同年 9月 30 日に金融庁から意見募集結果が公表され、NYSE Arca 取引所等が「金融庁

長官が指定する外国の金融商品取引所」に含まれるとの考え方が、同庁からが示されま

した。 

 

(6) 衆議院財務金融委員会への参考人としての出席 

 

平成 25 年 5 月 22 日に開催された衆議院財務金融委員会における「金融商品取引法等の

一部を改正する法律案」の審議の過程で、岩間会長が参考人として出席し、意見陳述を行

いました。 
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(7) 外国為替資金特別会計が保有する外貨資産運用の外部委託について 

   

平成 25 年 11 月の「特別会計に関する法律」の改正により、投資一任業者への委託が可

能となった外国為替資金特別会計が保有する外貨資産に関し、財務省国際局と連携を図り、

同省からの要請に基づいて、当該資産の外部委託に係る登録が開始された旨を会員宛に周

知しました。 

 

(8) ヘルスケア施設供給促進のための REIT の活用に関する実務者検討委員会への参加 

 

平成 25 年 7 月 29 日、一般社団法人不動産証券化協会に「ヘルスケア施設供給促進のた

めの REIT の活用に関する実務者検討委員会」が設置され、当協会の松田主任調査役（当

時）が委員として参加しました。同委員会は同年 12 月に「中間とりまとめ」を行いまし

た。 

 

(9) 米国の外国口座税務コンプライアンス法への対応について 

 

米国人による米国外金融機関の口座を使った租税回避を防止するための米国法である

外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）への対応として、会員に対し適宜情報を提供

するとともに、ＫＰＭＧ税理士法人等の専門家を講師に迎え説明会を開催しました。 

 

(10) 法令等違反行為事例集等の作成 

 

「自主規制基準及び法令違反行為等に係る会員の資料提出及び届出等に関する規則」第

3 条第 2 項に基づき、平成 24 年 10 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで、平成 25 年 4 月 1

日から平成 25 年 9 月 30 日までの、それぞれの期間に協会あて報告のあった事例を取りま

とめ、会員あて情報還元しました。 

また、「個人情報の保護に関する取扱指針」第 22 条第 1 項に基づき、平成 24 年 4 月 1

日から平成 25 年 3 月 31 日までの期間に協会あて報告のあった事例を取りまとめた「協会

宛報告のあった個人情報漏えいの事例集」を作成し、会員あて情報還元しました。 

 

(11) 自主規制ルール等のフォローアップの実施 

 

自主規制ルールの遵守状況等について、会員自身による自主的総点検などを目的として、

「自主規制ルール遵守状況等調査票」（旧：フォローアップアンケート）による主要ルー

ルのフォローアップを実施しています。また、フォローアップの結果について、会員に対

し問題点等を含め情報還元するとともに、回答内容に問題がある会員に対して注意喚起す

ることにより、ルールの周知徹底を図っています。 

投資助言･代理会員（不動産系列を除く）向けには、平成 25 年 9 月末現在でフォローア

ップアンケートとして実施し、また、投資運用会員および不動産系列の投資助言･代理会

員向けには、平成 26 年 3 月末現在で実施しました。 
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(12) 会員監査の実施 

 

会員の業務運営の適切性・健全性を確保することを目的として、投資運用会員、投資助

言・代理会員に対して、臨店による会員監査を実施し、必要に応じて改善指導を行いまし

た。 

なお、投資助言・代理会員（不動産系列を除く）に対する会員監査での主要な指摘事項

については、投資助言・代理会員セミナー等において投資助言・代理会員に還元しました。 

 

(13) 海外ファンドを助言対象とする会員に対する注意喚起について 

 

当協会の投資助言・代理会員が、第一種金融商品取引業または第二種金融商品取引業の

登録を受けることなく海外ファンドの募集等の取扱い（顧客に対し、海外ファンドの発行

者のために海外ファンドの商品内容の説明を行い、海外ファンドの取得契約を成立させる

行為）を行っていたとして、行政処分を受けたことを踏まえ、平成 25 年 10 月 11 日に、

海外ファンドを助言対象とする会員に対して注意喚起を行いました。 

 

(14) 当局との意見交換会の開催 

 

平成 25 年 10 月 23 日、金融庁総務企画局および監督局、証券取引等監視委員会の幹部

と協会役員との意見交換会を開催しました。当日は、総務企画局、監督局の幹部の方々か

ら、「日本再興戦略」や「日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会」、

監督方針等について、また、証券取引等監視委員会の幹部の方から、証券検査の基本方針

や検査実施状況等について説明があり、その後意見交換を行いました。 

 

(15) 証券取引等監視委員会との意見交換 

 

平成 25 年 5 月 23 日、証券取引等監視委員会委員長・委員と協会役員等との懇談会を開

催しました。当日は、岩間会長から投資顧問業界の概要について説明があり、その後、運

用会社の経営戦略・運用戦略、運用立国の在り方などについて、意見交換を行いました。 

また、同年 11 月 12 日、証券取引等監視委員会に対し、協会の活動状況等について業務

説明を行いました。当日は、「当協会の状況」および「日本版スチュワードシップ・コー

ドに関する有識者検討会」について説明を行い、その後意見交換を行いました。 

 

(16) 総会後の証券取引等監視委員会事務局長の講演 

 

平成 25 年 6 月 20 日、定時総会の終了後、証券取引等監視委員会の岳野万里夫事務局長

（当時）から、「投資一任業及び助言・代理業を巡る当面の課題」と題して、ご講演をい

ただきました。 
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(17) 投資運用会員代表者研修における金融庁総務企画局長の講演 

 

投資運用会員代表者研修（平成 26 年 3 月 24 日開催）において、金融庁の桑原茂裕総務

企画局長から、「最近の金融行政について」と題して講演いただきました。第 1部では「金

融行政の運営方針と今年のチャレンジ」というテーマで、また、第 2 部では「金融・資本

市場の発展に向けて」というテーマで、金融行政の動向等について解説いただきました。 

 

(18) 大学生向け資産運用に関する寄附講座の開設 

 

将来の資産運用業界を担う人材の育成および資産運用についての啓蒙活動を推進する

ため、一般社団法人投資信託協会と共同で寄附講座を開設しています。平成 25 年度は、

早稲田大学、一橋大学、大阪大学、京都大学、神戸大学および名古屋大学において寄附講

座を開設しました。 

いずれの大学においても、アセットマネジメント・ビジネスの最先端に立つ実務家や研

究者が講師となり、資産運用に関する知識のみならずビジネスの実態に至るまで幅広い分

野について講義が行われました。各講座とも多数の履修登録があり、学生からも極めて高

い評価を得ています。 

 

早稲田大学 

講 座 名 ：アセットマネジメント（資産運用）の世界 

設置年度：平成 17 年度～ 

開 設 期 ：後期（全 15 回） 

対 象 者 ：全学部、全学年の受講希望者（登録者数 363 名） 

担当教員：宇野淳早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授 

一橋大学 

講 座 名 ：アセットマネジメント論 

設置年度：平成 18 年度～ 

開 設 期 ：前期（全 15 回） 

対 象 者 ：商学部、経済学部、法学部 3・4年の受講希望者 

（登録者数 143 名） 

担当教員：林康史一橋大学非常勤講師（立正大学経済学部教授） 

大阪大学 

講 座 名 ：アセットマネジメントの理論と実務 

設置年度：平成 19 年度～ 

開 設 期 ：前期（全 13 回） 

対 象 者 ：経済学部 3・4年の受講希望者（登録者数 77 名） 

担当教員：太田亘大阪大学大学院経済学研究科教授 

京都大学 

講 座 名 ：アセットマネジメントの実務と法 

設置年度：平成 20 年度～ 

開 設 期 ：後期（全 14 回）  

対 象 者 ：経済学部、法学部 3・4年の受講希望者（登録者数 289 名） 

担当教員：川北英隆京都大学大学院経営管理研究部教授 

前田雅弘京都大学大学院法学研究科教授 
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神戸大学 

講 座 名 ：アセットマネジメント（資産運用）の理論と実務 

設置年度：平成 22 年度～ 

開 設 期 ：前期（全 15 回）  

対 象 者 ：経済学部 2・3・4年の受講希望者（登録者数 231 名） 

担当教員：畳谷整克神戸大学大学院経済学研究科教授 

名古屋大学 

講 座 名 ：アセットマネジメント概論 

設置年度：平成 24 年度～ 

開 設 期 ：後期（全 14 回）  

対 象 者 ：経済学部 2・3・4年の受講希望者（登録者数 183 名） 

担当教員：家森信善名古屋大学大学院経済学研究科教授 

 

 (19) 広報活動 

 

協会では、投資運用業および投資助言・代理業に対する理解の促進のため、次のとおり、

啓蒙、宣伝を行っています。 

 

① 広報誌「投資顧問」の発行 

協会の活動、動きなどを幅広く、分かりやすく簡潔に紹介する広報誌「投資顧問」を

発行しています。当期は、平成 25 年 4 月 25 日に第 70 号、同年 7 月 25 日に第 71 号、

同年 10 月 25 日に第 72 号、平成 26 年 1 月 25 日に第 73 号を発行しました。 

② 協会パンフレットの作成 

投資運用業および投資助言・代理業の啓蒙ならびに協会活動のＰＲを目的として、協

会の事業、機構等を概説したパンフレットを作成し、会員・投資家等へ配布しています。

平成 25 年 7 月に平成 25 年度版パンフレットを作成・配布しました。 

③ 協会ホームページの運営 

協会の活動、動きなどをタイムリーに紹介するため、協会ホームページを運営してい

ます。一般向けに各種情報を随時掲載しました。また、会員向けには情報・内容の充実

および機能性の向上にも努めました。 

 

④ プレス発表 

日  付 発   表   内   容 発表場所 

平成 25 年 6 月 5 日 定例統計資料（平成 25 年 3 月末） 兜倶楽部 

平成 25 年 6 月 20 日 定時総会開催結果の報告 兜倶楽部 

平成 25 年 9 月 3 日 定例統計資料（平成 25 年 6 月末） 兜倶楽部 

平成 25 年 12 月 5 日 定例統計資料（平成 25 年 9 月末） 兜倶楽部 

平成 26 年 3 月 12 日 定例統計資料（平成 25 年 12 月末） 兜倶楽部 

 



  
３１ 

(20) 投資運用会社要覧の発行および投資助言・代理会員台帳の作成 

 

① 投資運用会社要覧 

年金基金等の投資家に対し、投資運用会員の概況をディスクローズすることを目的と

して、「投資運用会社要覧」を発行しています。当期は、平成 25 年 6 月 30 日時点で投

資運用業の登録を受けている会員 243 社の概況を取りまとめた平成 25 年版を平成 25

年 9 月 30 日に発行しました。 

② 投資助言・代理会員台帳 

投資家の閲覧に供するため、「投資助言・代理会員台帳」を作成し、事務局に常備し

ています。本年度も改訂作業を行い、平成 25 年 12 月から改訂版を開示しています。 

 

(21) 統計の作成・公表 

 

① 統計の作成・公表 

協会では、会員の適正な業務運営の一助とし、また、投資運用業および投資助言・

代理業に対する社会からの理解の向上に資するため、統計資料を作成し、公表してい

ます。平成 25 年度に作成し、公表した統計は、次のとおりです。 

 

統  計 主な区分 データの時期 

投資運用業者の役職員状況 人員数、平均経験年数 平成25年 3月末 

投資運用業者の契約状況 投資一任契約・投資助言契約・ファ

ンド運用の合計、伸び率、ラップ口

座を利用する顧客との契約状況、不

動産関連特定投資運用業の契約状況 

平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資運用業に係る契約資産の

投資対象別運用状況 

件数、金額、伸び率、金額構成比 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資一任業に係る契約資産の

規模別分布状況 

件数、金額、伸び率、金額構成比 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資運用業に係る契約資産の

国・地域別運用状況 

日本・米国・欧州・アジア・その他

別での金額、伸び率、構成比 

平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

デリバティブ取引の状況 市場デリバティブ、店頭デリバティ

ブ、外国市場デリバティブの残高 

平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

協会会員数の推移 投資運用会員、投資助言・代理会員 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

苦情・相談の状況 会員、非会員、合計 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

 

② 情報還元 

上記①の統計のほか、次の統計を作成し、会員あて情報還元しました。 
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統  計 主な区分 データの時期 

投資運用会員の収支状況 全体、投資顧問・ファンド

運用部門 

平成 25年 3月末 

投資運用業者の顧客別契約資産状況 投資一任契約・投資助言契

約別の件数、金額、構成比 

平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資運用業者の委託等契約資産状況 件数、金額 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資運用業者の年金・種別契約状況 

（投資一任契約分） 

件数、金額 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

絶対収益獲得を目的とする運用による

受託状況 

 平成 25 年 3・6・

9・12 月末 

投資助言・代理会員統計 会員概況、主要計数推移 平成 25年 3月末 

 

(22) 研修活動 

 

① 各種研修  

協会では、会員の資質の向上と資産運用に関する実務能力・専門性の一層のレベルア

ップを図るため、各種研修を実施しています。平成 25 年度は以下の研修を実施しました。 

(注）講師の所属名、役職名等は、研修会実施時のもの。 

 

a. 投資運用会員代表者研修 

テーマ（開催日） 講師 

最近の金融行政について 

（平成 26 年 3 月 24 日） 

金融庁総務企画局長  

   桑原茂裕氏 

 

b. 投資助言・代理会員セミナー 

テーマ（開催日・開催地区） 講師 

「投資助言・代理業者の状況等について」 

 

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」 

（平成 26 年 3 月 4 日：福岡地区） 

福岡財務支局理財部  

金融監督第三課長   近藤昭彦氏 

 

協会事務局 

「投資助言・代理業者の検査について」 

 

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」  

（平成 26 年 3 月 6 日：近畿地区） 

近畿財務局  

証券検査指導官     前田進一郎氏 

 

協会事務局 

「投資助言・代理業者の状況等について」 

 

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」 

（平成 26 年 3 月 7 日：東海地区） 

東海財務局理財部 

証券監督課長      増井英一氏 

 

協会事務局 



  
３３ 

「投資助言・代理業者の検査について」 

 

「投資助言・代理会員の業務上の留意点」  

（平成 26 年 3 月 11 日：関東地区） 

関東財務局 

証券取引等副監視官 山口己喜雄氏 

 

協会事務局 

 

c. 個人情報の適正な取扱いの確保に関する研修 

テーマ（開催日） 講師 

金融分野における個人情報の保護について 

（平成 26 年 2 月 21 日） 

金融庁総務企画局企画課調査室  

課長補佐    小島寛氏 

 

  d.法令・自主規制ルール等に関する研修 

テーマ（開催日） 講師 

投資運用業者に求められる内部管理態勢 

（平成 26 年 2 月 25 日） 

新日本有限責任監査法人 

金融アドバイザリー部 シニアマネー

ジャー  公認会計士    奥村英昭氏 

暴力団等反社会的勢力の最近の動向と具体的

な対応要領 

 

不動産私募ファンド業務における反社会的勢

力への対応」 

（平成 26 年 2 月 27 日） 

警視庁組織犯罪対策部組織犯罪対策第

三課 暴力団排除第一係長 警部 

山内寛二氏 

長島・大野・常松法律事務所 

弁護士    梅澤拓氏 

弁護士    山中淳二氏 

 

  e.ＦＭアナリスト研修 

テーマ（開催日） 講師 

不動産市場の最新動向と有望分野 

～上昇に転じた不動産価格と不動産投資の今

後～ 

（平成 25 年 11 月 12 日） 

みずほ証券株式会社 

リサーチ本部金融市場調査部  

チーフ不動産アナリスト 

石澤卓志氏 

資産運用ビジネスにおける環境の変化と求め

られる新たなビジネスモデル 

～プロダクトからソリューションへ～ 

（平成 26 年 2 月 19 日） 

グリニッチ・アソシエイツ・ジャパン

K.K. マネジング・ディレクター 

住吉妙子氏 

 

  f.その他研修 

テーマ（開催日） 講師 

FATCA への対応に関する説明会 

（平成 25 年 7 月 16 日） 

 

 

有限責任あずさ監査法人  

金融アドバイザリー部 パートナー 

山崎千春氏 

ＫＰＭＧ税理士法人  

ファイナンシャルサービスグループ 

シニアマネージャー 丹生谷佳子氏 

「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版ス

チュワードシップ・コード》について 

（平成 26 年 3 月 31 日） 

金融庁総務企画局企業開示課長 

油布志行氏 



  
３４ 

② 新入会員向けオリエンテーション 

新たに入会等した会員に対して、法令等諸規則の遵守意識の向上を目的として、自主

規制ルールの概要、業務上の留意点などを内容とするオリエンテーションを実施してい

ます。平成 25 年度は、投資運用会員向けオリエンテーションを 4 回、投資助言・代理

会員向けオリエンテーションを 8回（東京 6回、近畿 1回、福岡 1回）実施しました。 
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Ⅳ．苦情・相談およびあっせんの状況 

 

協会は、金融商品取引法第 78 条第 2 項第 4 号および第 5 号ならびに定款第 4 条第 1 項第 4

号および第 5 号の規定に基づく苦情・相談およびあっせんに関する業務を、「特定非営利活動

法人 証券・金融商品あっせん相談センター」（ＦＩＮＭＡＣ）に業務委託しています。 

 

ＦＩＮＭＡＣからの情報還元に基づく当期中の苦情・相談およびあっせんの受付状況、内容

は、次のとおりです。 

 

 (1) 苦情・相談およびあっせんの受付状況（平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月） 

                     （単位：件） 

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計 

苦  情       1 20 0 21 

相  談     18 89 15 122 

あっせん   0 0 0      0 

合  計      19 109 15 143 

（注）「その他」には、一般的な問合せや非会員に対する苦情･相談を記載（以下同じ）。 

    

 (2) 苦情の内容（平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月） 

                        （単位：件） 

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計 

(1) 勧誘･契約に関する苦情 

(2) 報酬のつり上げ 

(3) 運用、助言内容の不満 

(4) 契約不履行等 

(5) その他の苦情 

     0 

     0 

     0 

     0 

     1 

9 

0 

2 

2 

7 

0 

0 

0 

0 

0 

9 

0 

2 

2 

8 

合  計  1 20 0 21 

 

(3) 相談の内容（平成 25 年 4 月～平成 26 年 3 月） 

                            （単位：件） 

区分 投資運用会員 投資助言・代理会員 その他 合計 

(1) 業者の内容 

(2) 途中解約 

(3) 運用、助言内容の相談 

(4) その他の相談 

     1 

 1 

     5 

    11 

11 

23 

9 

46 

1 

5 

2 

7 

13 

29 

16 

64 

合  計     18 89 15 122 
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Ⅴ．協会の概要 

 

１  役員等 

 

会 長      
（理  事） 岩 間陽一郎 元東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ投信株式会社社長 

副 会 長      
（理  事） 壱 岐 浩 一 DIAM ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役会長 

副 会 長      
（理  事） 岩 崎 俊 博 野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 CEO 兼執行役会長兼社長 

副 会 長      
（理  事） 山 本 幸 次 ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ株式会社 取締役社長 

副 会 長      
専 務 理 事 

長 尾 和 彦 元証券取引等監視委員会事務局長 

理   事      伊地知日出海 日本証券業協会 専務執行役 

理   事      乾  文 男 一般社団法人投資信託協会 副会長専務理事 (元金融庁総務企画局長) 

理   事      宇 野  淳 早稲田大学大学院 ﾌｧｲﾅﾝｽ研究科教授 

理   事      大 場 昭 義 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役社長 

理   事      奥 山 弘 幸 日本公認会計士協会 常務理事 

理   事      髙 野  真 ﾋﾟﾑｺｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ 取締役社長および日本における代表者 

理   事      長 瀬 吉 昌 大和証券株式会社 専務取締役 

理   事      平 木 秀 樹 三井住友信託銀行株式会社 常務執行役員 

理   事      豊 貴 伸 一 株式会社ｼﾞｬﾌｺ 取締役社長 

理   事      福 井 保 明 野村不動産投資顧問株式会社 取締役社長 

理   事      藤 井 幹 雄 ｽﾊﾟｰｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役副社長 

理   事      前  一 明 ﾌｧｰｽﾄﾒｲｸ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ株式会社 代表取締役 

理   事      巻 島 一 郎 一般社団法人不動産証券化協会 専務理事 

理   事      松 田  昇 元預金保険機構理事長 弁護士（元最高検察庁刑事部長） 

理   事      吉 田 浩 一 新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役社長 

常 任 監 事      得 能 英 夫 元警察庁東北管区警察局長 

監   事      櫻 井 祐 記 富国生命投資顧問株式会社 取締役社長 

監   事      吉 野 俊 之 岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役社長 

  （原則として、就任時の所属名・役職名で記載）

  

名 誉 顧 問      本 村 正 忠  

名 誉 顧 問        雅 夫  
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また、当期中に以下のとおり役員の異動がありました。 

 

退任…平成 26 年 3 月 31 日付 

  副会長（理事）   岩崎 俊博（野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 CEO 兼執行役会長兼社長） 

 

退任…平成 26 年 3 月 31 日付 

  監 事          櫻井 祐記（富国生命投資顧問株式会社 取締役社長） 

 

退任…平成 26 年 4 月 14 日付 

  理 事          吉田 浩一（新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 取締役社長） 
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２ 会員 

 

平成 26 年 3 月 31 日現在の会員数は、前年同月比で 20 社減少し、735 社となりました。 

会員数と登録財務局別会員数は、次のとおりです。 

 

(1) 会員数 

 

 平成 26 年 3 月 31 日 (参考)平成 25 年 3 月 31 日

 会    員    数 ７３５（▲２０） ７５５ 

 うち投資運用会員 ２４５（ ＋６） ２３９ 

 うち投資助言・代理会員 ４９０（▲２６） ５１６ 

 

(2) 登録財務局別会員数の内訳（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

 

財   務   局   名 会    員    数 

  うち投資運用会員 うち投資助言・代理会員

関 東 財 務 局 ６４２ ２３５ ４０７ 

近 畿 財 務 局 ４９ ６ ４３ 

東 海 財 務 局 １３ １ １２ 

北 海 道 財 務 局 ３ ０ ３ 

東 北 財 務 局 ４ ０ ４ 

北 陸 財 務 局 １ ０ １ 

中 国 財 務 局 ４ １ ３ 

四 国 財 務 局 １ ０ １ 

九 州 財 務 局 ３ ０ ３ 

福 岡 財 務 支 局 １４ ２ １２ 

沖 縄 総 合 事 務 局 １ ０ １ 

合       計 ７３５ ２４５ ４９０ 
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(3) 会員名簿（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

 

（投資運用会員）適は適格投資家向け投資運用業務を行う会員                           

適 ｱｰｸ東短ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ㈱  FGI ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 ｱｲｴﾇｼﾞｰ投信㈱  EVOLUTION JAPAN ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 藍澤證券㈱  MS ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 ㈱ｱｳﾞｧﾙｾｯｸ  MFS ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｱｸｻ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ㈱  MCP 投資顧問㈱ 

 ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ投資育成㈱  MU 投資顧問㈱ 

 朝日ﾗｲﾌ ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  LCR 不動産投資顧問㈱ 

 ｱｼﾞﾘﾃｨｰ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱  ｵｰｸｽ投資顧問㈱ 

 あすかｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  岡三ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｱｽﾄﾏｯｸｽ投信投資顧問㈱  ｵﾘｯｸｽ不動産投資顧問㈱ 

 ｱｾｯﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ㈱  ｶｽﾀﾏｲﾄ㈱ 

 ｱｯｼｭﾓｱｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  GALILEO JAPAN㈱ 

 ｱﾊﾞﾃﾞｨｰﾝ投信投資顧問㈱  ｷｬｯﾌﾟﾌﾞﾘｯｼﾞ ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｱﾑﾝﾃﾞｨ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  ｷｬﾋﾟﾀﾙ ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ㈱  ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

 ｱﾘｱﾝﾂ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  ｸｯｼｭﾏﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｳｪｲｸﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｱﾙﾌｧｼﾞｬﾊﾟﾝｱｾｯﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱  ｸﾞｯﾄﾞﾏﾝｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｧﾝｽﾞ㈱ 

 ｲｰｽﾄｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱  ｸﾚｱｼｵﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 池田泉州投資顧問㈱  ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券㈱ 

 いちよしｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾗｲｱﾝｽ･ﾘｱﾙﾃｨ㈱ 

 いちよし証券㈱  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘﾝｸｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ 

 ㈱ｲﾃﾞﾗ ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ  ｸﾞﾛﾌﾞﾅｰ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

 ｲﾄｰﾋﾟｱ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  KW Investment㈱ 

適 ｲﾎﾞｯﾄｿﾝ･ｱｿｼｴｲﾂ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  K2 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 ｲﾝﾍﾞｽｺ投信投資顧問㈱  ㈱ｹｰﾄｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 ㈱ｳｨｽﾞ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ  ｹﾈﾃﾞｨｸｽ不動産投資顧問㈱ 

 ｳｴｽﾀﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱玄海ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 上田八木証券㈱  興和不動産投資顧問㈱ 

 ｳｴﾘﾝﾄﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾋﾟｰﾃｨｰｲｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ  ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｳｴﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱  国際投信投資顧問㈱ 

 HSBC 投信㈱  ｻｳﾞｨﾙｽﾞ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ 

 HC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ｻﾑﾃｨｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｴｲﾄ証券㈱  さわかみ投信㈱ 

 AIFAM ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  GIC 証券㈱ 

 ｴｰ･ｱｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱  ㈱GCI ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 AIG ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱GCSAM 

 ASA ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱GCM 

 ㈱ｴｰ･ｴﾑ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ  GCM ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 ㈱ｴｰﾏｯｸｽ ㈱ｼﾞｪｲ･ｳｨﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 SMBC 日興証券㈱  JP ﾓﾙｶﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 SBI ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ｼｵｽﾞﾐｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 SBI ｴｽﾃｰﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ｼﾞｬﾅｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

 SPC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ｼﾞｬﾊﾟﾝｱｾｯﾄﾄﾗｽﾄ㈱ 

適 EDGEBELL CAPITAL㈱  ｼﾞｬﾊﾟﾝｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ証券㈱ 

 NY ﾄﾗｽﾄｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱ｼﾞｬﾌｺ 

 ｴﾋﾟｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱  ｼｭﾛｰﾀﾞｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 



  
４０ 

 しんきんｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ投信㈱  日本ｱｼﾞｱ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 新光投信㈱  ㈱日本ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ 

 新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾆｭｰｽﾐｽ投資顧問㈱ 

 ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾆｭｰﾊﾞｰｶﾞｰ･ﾊﾞｰﾏﾝ㈱ 

 ｼﾝﾌﾟﾚｸｽ不動産投資顧問㈱  農中信託銀行㈱ 

 ㈱ｽﾀｯﾂｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ  農林中金全共連ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱  ﾉｰｻﾞﾝ･ﾄﾗｽﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 ｽﾃｰﾄ･ｽﾄﾘｰﾄ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏｰｹｯﾂ証券㈱  野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｽﾊﾟｰｸｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  野村證券㈱ 

 ｾｲﾘｭｳ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  野村信託銀行㈱ 

 ｾｷｭｱｰﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  野村ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾘｻｰﾁ･ｱﾝﾄﾞ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 

 ｾﾌﾞﾝｼｰｽﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱  野村不動産投資顧問㈱ 

 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  野村ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｴｸｲﾃｨ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 DIAM ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾊｰﾄﾌｫｰﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 第一投資顧問㈱  Vermilion Capital Management㈱ 

 ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ･ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 大和企業投資㈱  ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾍﾟﾝｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 大和証券㈱  ㈱ﾊﾘﾌｧｯｸｽ･ｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 

 大和証券投資信託委託㈱  ばんせい投信投資顧問㈱ 

 大和住銀投信投資顧問㈱  BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 ㈱大和ﾌｧﾝﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ  BNY ﾒﾛﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 大和ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  BFC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 匠投信投資顧問㈱  BMS ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾀｯﾁｽﾄｰﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱  光証券㈱ 

 ﾀﾜｰ投資顧問㈱  ㈱HIKARI ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｴｸｲﾃｨ 

 ちばぎんｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾋﾟｸﾃ投信投資顧問㈱ 

 中銀ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  日立投資顧問㈱ 

 T&D ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ひびき証券㈱ 

 TFM Asset Management AG  ﾋﾟﾑｺｼﾞｬﾊﾟﾝﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

 TT ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱ﾋｭｰﾏｯｸｽ 

 Dimensional Japan Ltd.  ﾌｧｰｽﾄﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ投資顧問㈱ 

 T.ﾛｳ･ﾌﾟﾗｲｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ東京支店  ﾌｧｲﾌﾞｽﾀｰ投信投資顧問㈱ 

 ﾄﾞｲﾁｪ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾌｧﾝﾄﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｱｰﾙ･ｴﾑ㈱ 

 東海東京ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信㈱ 

 東急不動産ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  Fidelity Management&Research(Japan)Inc. 

 東京海上ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ投信㈱  ﾌｨﾉｳｪｲﾌﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 東京海上不動産投資顧問㈱  ﾌｨﾝﾃｯｸｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 東京ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱ﾌｫｰｶｽｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 東京建物不動産投資顧問㈱  富国生命投資顧問㈱ 

 ﾄｰｾｲ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱  ﾌﾞｯｸﾌｨｰﾙﾄﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ﾄﾞﾙﾄﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  ㈱ﾌｭｰﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 

 ﾅﾃｨｸｼｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾌﾟﾗｻﾞｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 南都投資顧問㈱  ㈱ﾌﾟﾗﾁﾅﾑｸﾞﾛｰﾌﾞｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 日興ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾌﾞﾗｯｸﾛｯｸ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 日興ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾗｯﾌﾟ㈱  ﾌﾗﾝｸﾘﾝ･ﾃﾝﾌﾟﾙﾄﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 ﾆｯｾｲｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  Bridge Capital Asset Management㈱ 

 日土地ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾌﾟﾘﾝｼﾊﾟﾙ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱ 

 日本ｴﾝｼﾞｪﾙｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱  ﾌﾞﾙｰﾍﾞｲ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

 日本ｺﾑｼﾞｪｽﾄ㈱  ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 日本ﾊﾞﾘｭｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱  ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 
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適 ㈱ﾌﾙﾌｪｲｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ  三菱 UFJ ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券㈱ 

 ﾌﾟﾛﾌｧｳﾝﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  水戸証券㈱ 

 ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ投信投資顧問㈱  Millennium Capital Management Asia Limited 

 ﾍﾞｲﾋﾞｭｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  明治安田ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱  ﾒｯﾂﾗｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾍﾙｽｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱  ﾒｯﾄﾗｲﾌｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  

 ﾍﾝﾀﾞｰｿﾝ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱  森ﾋﾞﾙ不動産投資顧問㈱ 

 ㈱ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｱ  ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾎﾗｲｿﾞﾝ･ｱｾｯﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱  安田不動産投資顧問㈱ 

適 ﾏｲﾙｽﾄﾝｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾕｰﾋﾞｰｴｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ﾏｯｸｽﾘｱﾙﾃｨｰ  UBP ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 

 ﾏﾆｭﾗｲﾌ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱ﾕｰﾛ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

 ﾏﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ  ㈱ﾕｷ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｻｰﾁ 

適 みさき投資㈱  ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 みずほｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱  ﾕﾆ･ｱｼﾞｱｷｬﾋﾟﾀﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 みずほ証券㈱  楽天投信投資顧問㈱ 

 みずほ信託銀行㈱  ﾗｻﾞｰﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 みずほ投信投資顧問㈱  ﾗｯｾﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 三井住友ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ㈱ﾘｵ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

 三井住友信託銀行㈱  ﾘｸｿｰ投信㈱ 

 三井住友ﾄﾗｽﾄ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾚｵｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙﾜｰｸｽ㈱ 

 三井住友ﾄﾗｽﾄ不動産投資顧問㈱  ㈱ﾚｶﾞﾛｷｬﾋﾟﾀﾙ 

 三井物産ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  ﾚｯｸﾞ･ﾒｲｿﾝ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 三井不動産投資顧問㈱ 適 Rogers Investment Advisors㈱ 

 三菱地所投資顧問㈱  ﾛﾝﾊﾞｰ･ｵﾃﾞｨｴ信託㈱ 

 三菱商事ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱  One World Asset Management㈱ 

 三菱 UFJ 投信㈱   
 

（投資助言・代理会員）  

 ｱｰﾂ証券㈱ あすかｺｰﾎﾟﾚｲﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ 

 ｱｰﾄ･ｸﾗﾌﾄ･ｻｲｴﾝｽ㈱ ㈱ｱｽｷｯﾄ 

 ｱｰﾙ･ｱｲ･ｼｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ｱｽｺｯﾄ 

 ㈱IIC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ ㈱ｱｽﾘｰﾄ 

 IFA JAPAN㈱ ｱｾｯﾄｱﾗｲﾌﾞ㈱ 

 ｱｲｴﾑｼｰ投資顧問（渡辺 良二） ｱｾｯﾄｻｲｴﾝｽ㈱ 

 ｱｲｶﾞｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ㈱ｱｾｯﾄｿﾘｭｰｼｮﾝ 

 ㈱ｱｲﾈｯﾄ証券 ㈱ｱｾｯﾄ･ﾅﾚｯｼﾞﾒﾝﾄ 

 ㈱ｱｲ波動経済研究所 ｱｾｯﾄﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱ 

 ｱｲﾌｨｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ｱｾｯﾄﾚﾎﾞﾘｭｰｼｮﾝ 

 ㈱ｱｲﾘﾝｸｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ｱｾﾝﾀﾞｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 あかつきｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ｱﾃﾞｨｽ 

 ㈱暁投資顧問 ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｼﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 

 ｱｷｭﾗｼｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ ｱﾄﾑ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈲ｱｸｴﾘｱｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ｱﾄﾗﾝﾃｨｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾘｻｰﾁ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱ 

 ｱｸｻ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞｬｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ｱﾄﾗﾝﾃｨｯｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈲ 

 ｱｸｼｱ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ｱﾋﾞﾘﾀｽﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ㈱ 

 ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾗﾝﾄﾞ･(ｼﾞｬﾊﾟﾝ)･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ ｱﾌﾞﾗﾊﾑ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｸ㈱ 

 亜州 IR㈱ 阿倍野ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ㈱ 

 亜洲商事㈱ ｱﾗｲｱﾝｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ㈱ 
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 ｱﾗｲｱﾝｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ㈱A&F ｿﾘｭｰｼｮﾝ 

 ARGENTUM Wealth Management㈱ ㈱AM ｵﾝﾗｲﾝ 

 ㈱ｱﾙﾀﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ ㈱ｴｰ･ｴﾑ･ｼｰ 

 ｱﾙﾌｧｺｰﾄ㈱ AMP ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱ 

 ｱﾙﾎﾞｰﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ投資顧問㈱ ACA㈱ 

 ｱﾝｶｰ･ｼｯﾌﾟ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ ㈱AD ｷｬﾋﾟﾀﾙ 

 ｱﾝｶｰ･ｼｯﾌﾟ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ㈱ｴｰ･ﾃﾞｨｰ･ﾜｰｸｽ 

 ｱﾝｼﾞｪﾛ･ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴﾙｴﾙｼｰ ABF･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

 efx.com㈱ ABC Partners㈱ 

 ㈱ｲｰ･ｴﾑ･ｱｲ ㈱ｴｼｭ 

 ｲｰ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ㈱SQI ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 EGW ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱SKO ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 EW ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ SK ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ（妹尾 眞一） 

 ㈱EDM ㈱ｴｽ･ﾃｨｰ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 

 池田 俊彦 ｴｽﾃｯｸ不動産投資顧問㈱ 

 ㈱ｲｼﾝ･ﾎﾃﾙｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ SBI ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ｲﾀｳ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｴｽﾋﾟｰｼｰ証券㈱ 

 いちごｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ｴｽﾌｨｰﾙﾄﾞ 

 井上投資ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事務所 ㈱NIB ﾘｻｰﾁ 

 ｲﾝｳﾞｧｽﾄ証券㈱ NSN㈱ 

 ｲﾝｶﾑ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(香港)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ NCF 不動産投資顧問㈱ 

 ｲﾝﾀｰｾｲﾌﾞ（大貫 聡一郎） ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ都市開発㈱ 

 ｲﾝﾀｰｿﾙ㈱ ㈲ｴﾊﾞｰﾘｯﾁｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 ｲﾝﾀﾞｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ･ｲﾝｸ FIP 投資顧問㈱ 

 ｲﾝﾃﾞｨ･ﾊﾟ㈱ ㈱FE ｲﾝﾍﾞｽﾄ 

 ｲﾝﾃﾞｨﾍﾟﾝﾃﾞﾝｽ投資顧問㈱ ㈱FX ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 

 ㈱ｲﾝﾃｸﾞﾚｯｸｽ ㈱FX ﾄﾚｰﾄﾞ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

 ㈱ｲﾝﾊﾞｲｻﾞｰ ㈱FX ﾌﾟﾗｲﾑ byGMO 

 ｲﾝﾌｫｶｰﾄ㈱ ㈱ｴﾌ･ｴﾘｵｯﾄ 

 ㈱ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ総合研究所 FC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 ㈱ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄｶﾚｯｼﾞ F2CN･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾚｼｵ ㈱ｴﾌﾋﾟｰｱｲ 

 ㈱ｳﾞｧﾚｯｸｽ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ ｴﾌﾋﾟｰｱｿｼｴｲﾂｱﾝﾄﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 

 ㈱ｳｲｰｽﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ㈱FPO 

 ㈱ｳｨﾅｰｽﾞ･ｻﾎﾟｰﾄ MID 都市開発㈱ 

 ｳｲﾆﾝｸﾞｸﾙｰ㈱ MCP ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ証券㈱ 

 WIN-INVEST JAPAN㈱ MT ﾗﾎﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ㈱ｳｨﾝ情報 MY ADVISOR㈱ 

 West Village Investment㈱ Elliott Advisors Asia Limited 

 WESTMONT JAPAN INVESTMENTS㈱ LGT ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ日本㈱ 

 ｳｴﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱LC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 ｳｪﾙｽﾞ･ﾌｧｰｺﾞ証券㈱ ｴﾝｼﾞｪﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｴﾝｼﾞｭｸ㈱ 

 ｳｴﾝｸｼﾞｮｰﾀﾞﾝｱﾝﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ㈱ ㈲遠藤雅幸投資顧問 

 ｳﾂﾐ屋証券㈱ ㈱ｵｰ･ｴｲﾁ･ｱｲ 

 ｴｲ･ｱｲ･ﾋﾟｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ合同会社 ㈱ｵｰ･ﾃﾞｨｰ･ﾋﾞｰ 

 HFR ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ LLC 太田忠投資評価研究所㈱ 

 ｴｲﾋﾟｰｴｽ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱大林組 

 永和不動産㈱ ｵｰﾙｳｨﾝ 225（橘田 初男） 

 ㈱ｴｰｱｰﾙ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 岡三ｵﾝﾗｲﾝ証券㈱ 
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 岡三証券㈱ ｹﾈﾃﾞｨｸｽ㈱ 

 ｵｸﾀｰｳﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ㈱ｺｱｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 

 ㈱ｵｽﾋﾟｽ ㈲ｺｰｼﾞｭ 

 ㈲OFFICE SAKAKI ㈱ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾁｬｰﾄ･ｴｰ･ｴﾑ･ｴｽ 

 ｵﾌｨｽﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾞｰﾙﾄﾞｽﾀｰ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｵﾌｨｽ出島 ㈱ｺﾞｺﾞｼﾞｬﾝ 

 ｵﾌｨｽ ﾏｲ ｴﾌ･ﾋﾟｰ（吉野 充巨） ㈱許斐 

 ｵﾗｲｵﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ合同会社 ｺﾝｺｰﾄﾞ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｴﾙ･ﾋﾟｰ 

 ｵﾘｵｰﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ Conscious Partners㈱ 

 ｵﾘｯｸｽ･ﾎｰﾙｾｰﾙ証券㈱ ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏﾈｼﾞｬｰｽﾞ㈱ 

 ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｴﾝﾀﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱ ｺﾝﾀﾞｸﾄ㈱ 

 ㈱ｵﾙﾀﾅﾚｯｼﾞ ㈱ｻﾞｲﾅｽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 ORANGE GROVE CAPITAL MANAGEMENT Pte.Ltd. ㈱さくらｷｬﾋﾟﾀﾙﾄﾗｽﾄ 

 香賀投資顧問㈱ さくら投資顧問㈱ 

 ㈱格付投資情報ｾﾝﾀｰ さざれｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｶﾅﾔﾏｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ㈱ｻﾞ･ﾀｲﾐﾝｸﾞ株式投資学研究所 

 ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ･ﾌｫｰ･ｵｰﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ㈱ｻﾌｧﾘ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ 

 ㈱株式格闘倶楽部 ㈲Samanta-bhadra Capital Research 

 兜町ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ ｻﾑﾗｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ｶﾑｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ｻﾝｱﾛｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 ｶﾞﾚｰﾗ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ ㈱ｻﾝ ｲﾝﾍﾟﾘｱﾙ 

 北浜ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 燦ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱きのしたてるのぶ事務所 ㈱ｻﾝｹｲﾋﾞﾙ 

 ｷｬﾋﾟﾀﾓｰﾙｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 三幸ｵﾌｨｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｷｬﾋﾟﾀﾗﾝﾄﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ C&M ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ ㈱G&D ｱﾄﾞｳﾞｧｲｻﾞｰｽﾞ 

 ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ㈱ GEC㈱ 

 ㈱ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾌﾞﾚｲﾝ CSR ﾃﾞｻﾞｲﾝ環境投資顧問㈱ 

 ｷｬﾋﾟﾀﾙﾘｱﾙﾃｨｰ㈱ GFA㈱ 

 ㈱QC ｱｾｯﾄ ㈱CMB 

 九州･ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ｼﾞｰｴﾙｱｰﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 共生投資顧問㈱ GK ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 共和証券㈱ G ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱ 

 Quality Capital Management Asia㈱ ｼﾞｰｽﾘｰ㈱ 

 ㈲九十九里投資顧問 ｼｰﾋﾞｰｱｰﾙｲｰ㈱ 

 ｸｯｸ･ﾊﾟｲﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｴﾙｴﾙｼｰ CBRE ｸﾗﾘｵﾝ㈱ 

 ㈱ｸﾏｶﾞｲｻﾎﾟｰﾄ CBC Japan㈱ 

 ㈱ｸﾗｲｱﾝﾄ･ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ GVC ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｸﾞﾗｯｸｽ･ｱﾝﾄﾞ･ｱｿｼｴｲﾂ ㈱ｼﾞｪｲ･ｳｨﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ 

 ㈱ｸﾘｰﾄﾞ･ｱｼﾞｱ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ｼﾞｪｲｽﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ（山端 淳一） 

 ｸﾞﾘｰﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ J Flag ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｸﾚｱｽﾗｲﾌ JP ﾓﾙｶﾞﾝ証券㈱ 

 ㈱黒岩ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ㈱ｼｸﾞﾅﾙﾀｲﾌｰﾝ 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ｼｸﾞﾏﾍﾞｲｽｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ㈱ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｺﾉ研究所 ｼｽﾃﾑ運用投資顧問（八田 哲夫） 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ㈱ ｼｽﾃﾑﾄﾚｰﾄﾞ投資顧問㈱ 

 ㈱ｸﾛｽﾎﾟｲﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 清水建設㈱ 

 京阪電鉄不動産㈱ ㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 ㈱京阪流通ｼｽﾃﾑｽﾞ ㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｾｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 

 KU ｱﾝﾄﾞｱｿｼｴｲﾂ㈱ ｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝﾍﾞｽﾄ㈱ 
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 ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｸﾚｼﾞｯﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ DRC ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ｼﾞｮｰﾝｽﾞﾗﾝｸﾞﾗｻｰﾙ㈱ TS･ﾁｬｲﾅ･ﾘｻｰﾁ㈱ 

 ㈱新栄不動産開発 TM ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱新生ｼﾞｬﾊﾟﾝ投資 DCM㈱ 

 新生証券㈱ ㈱TTK ﾊﾟｰﾄﾅｰｽ 

 ㈱ｼﾝｾﾘﾃｨｰ ㈱ﾃｨｰﾏｯｸｽ 

 新日鉄興和不動産㈱ T-Model ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱ｼﾝﾌｫﾆｰ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ ㈱ﾃﾞｨｰﾙｸﾘｴｲｼｮﾝ 

 ㈱新不動産研究所 ﾃﾞｰ･ｴﾑ･ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 

 Square Investment Management ㈱ﾃﾞｰﾀｰﾃﾞｭｵ 

 ｽﾀｰ･ﾏｲｶ㈱ ㈱ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘ&ﾃﾞｨｰﾙ 

 ｽﾀｰ･ﾏｲｶ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾃﾗﾘｵﾝｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ合同会社 ㈱ﾃﾝﾀﾞﾈｽ 

 ㈱ｽﾀｲﾙｸﾘｴｰｼｮﾝ ﾄﾞｱｰｽﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 Standard & Poor's Securities Evaluations,Inc. ﾄﾞｲﾂ証券㈱

 ｽﾃﾗｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ 東急ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

 ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 東急ﾘﾊﾞﾌﾞﾙ㈱ 

 ㈱ｽﾄﾗﾃｼﾞｯｸﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ 東京海上ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ｽﾋﾟｰﾄﾞｳｪﾙ㈱ 東京建物不動産販売㈱ 

 ｽﾋﾟﾘﾀｽ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 東京ﾃｱﾄﾙ㈱ 

 住商ﾘｱﾙﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱東京都市管財 

 ｽﾐﾄﾓ ﾐﾂｲ ﾄﾗｽﾄ ﾊﾞﾝｸ （ﾕｰ･ｴｽ･ｴｰ) ﾘﾐﾃｯﾄﾞ ㈱東拓企画 

 ｽﾐﾄﾓ･ﾐﾂｲ･ﾄﾗｽﾄ･(ﾎﾝｺﾝ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ ㈱東洋経済新報社 

 ㈱清和ｸﾘｴｲﾄ ﾄｰｾｲ㈱ 

 ｾｸﾙ投資㈱ ㈱ﾄｰﾀﾙﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 

 ｾﾝﾄﾗﾙ短資 FX㈱ ﾄｯﾌﾟﾄﾚｰﾀﾞｰ投資顧問㈱ 

 ㈱ｾﾝﾄﾛ ﾄﾗｲﾌｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱総研 ㈱ﾄﾗｳﾞｨｽ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

 ㈱総合投資経済研究所 ﾄﾞﾗｸﾞｰﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 双日新都市開発㈱ ㈲ﾄﾗﾝｽ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

 ｿｼｴﾃｼ゙ ｪﾈﾗﾙｾｷｭﾘﾃｨー ｽ゙ ﾉー ｽﾊ゚ ｼﾌｨｯｸﾘﾐﾃｯﾄ゙ (ｿｼｴﾃｼ゙ ｪﾈﾗﾙ証券会社）東京支店 ㈱Tricorn Capital 

 ㈱Sol Grandis ㈱ﾄﾘﾛｼﾞｰ 

 ﾀﾞｰｳｨﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ﾄﾚｲﾀﾞｰｽﾞ証券㈱ 

 大栄不動産㈱ ﾄﾚｲﾀﾞｰｽﾞﾌｨﾅﾝｼｬﾙ㈱ 

 ㈱大河ｱｾｯﾄﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ ㈱ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾀｰ 

 ㈱太閤 ㈱ﾄﾚｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

 大伸経済研究社 ﾄﾚｰﾄﾞ･ｻｲｴﾝｽ㈱ 

 ﾀﾞｲﾚｸﾄ出版㈱ ﾄﾚｰﾄﾞｻｲｸﾛﾝ㈱ 

 ㈲対和 ﾄﾚｰﾄﾞﾏｽﾀｰﾗﾎﾞ（堀田 勝己） 

 ㈱ﾀﾞｳ NISIMURA ﾘｻｰﾁ㈱ 

 ㈱ﾀﾞｳﾞｨﾝﾁ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ ㈱日貿信 

 ㈱TAKARA 日興ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ㈱ 

 ㈱ﾀｯﾌﾟｼﾞｬﾊﾟﾝ ㈱ﾆｯｾｲ基礎研究所 

 谷口ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ国際会計･税務事務所 ﾆｯｾｲ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ﾀﾞﾙﾄﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ ﾆｯﾎﾟﾝ ﾌｧｲﾅﾝｽ ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾀﾜｰｽﾞﾜﾄｿﾝ㈱ ㈱日本ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾘｻｰﾁ 

 ﾀﾝｺﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ㈱ 日本 GE㈱ 

 中央不動産㈱ 日本商業開発㈱ 

 ㈱長友 日本船舶投資促進㈱ 

 ㈱ﾁﾖﾀﾞｲｰｴﾇﾜｲ ㈱日本投資技術協会 West 
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 日本土地建物㈱ ㈱福岡ｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 ㈱日本ﾄﾚｰﾄﾞ技術開発 ㈱富士株式投資研究所 

 日本みらいｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ﾌｭｰﾁｬｰｽﾄｯｸ㈱ 

 ﾆｭｰｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾌﾞﾗｳﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ﾊﾘﾏﾝ証券㈱ 

 ﾆｭｰｽｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ﾌﾞﾗｯｸﾋﾙｽﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ 

 ﾈｵｽﾃﾗ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ﾌﾗﾄﾝ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 ㈱ﾈｸｽﾄｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ PLANEX TRADE.COM㈱ 

 ㈱NEXT TRUST ㈱ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞﾋﾞｼﾞｮﾝ 

 ㈱ﾉｰﾌﾞﾙ ﾌﾞﾙｰｵｰｼｬﾝｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ㈱野村総合研究所 ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ･ﾘｱﾙｴｽﾃｰﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈲ 

 野村ﾍﾙｽｹｱ･ｻﾎﾟｰﾄ&ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱ ﾌﾟﾚﾋﾞﾃﾞﾝﾃｨｱ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｰ㈱ 

 ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ投信投資顧問㈱ ㈱ﾌﾞﾛｰﾄﾞｴｯｼﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 

 ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｴｲ･ｼﾞｰ ㈱ﾌﾟﾛｸﾞﾚｽﾏｲﾝﾄﾞ 

 Pioneer Global Investments Limited ㈱ﾌﾟﾛｽﾍﾟｸﾄ 

 Heitman International LLC ﾌﾟﾛﾃｸﾉｽ㈱ 

 ﾊﾟｲ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾌﾟﾛﾄﾗｽﾄ㈱ 

 ㈱ﾊｳｼﾞﾝｸﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ㈱ﾌﾟﾛﾛｼﾞｽ 

 ﾊｸｴｲ堂㈱ ㈱ﾌﾛﾝﾃｨｱ 

 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｽﾀｰｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 平和不動産㈱ 

 ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄｱﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾍﾞｰｼｯｸ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 八十二証券㈱ ㈱ﾍﾞﾝﾁｬｰﾈｯﾄ 

 ﾊﾟﾅｺﾞﾗ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｲﾝｸ ㈱ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

 ㈲林投資研究所 ㈱ﾎｯﾄｽｺｰﾌﾟ 

 ㈱ﾊﾟﾗﾏｳﾝﾄ･ｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ POP ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 

 ﾊﾞﾗﾝｽ投資顧問㈱ ﾎﾝﾀﾞ商事㈱ 

 ㈱ﾊﾘﾌｧｯｸｽ･ｱｿｼｴｲﾂ ㈱ﾏｰｶｽ ｱｾｯﾄ ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 

 Pareto Investment Management Limited ﾏｰｹｯﾄｸﾙｰ投資顧問㈱ 

 阪急ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ㈱ﾏｰｹｯﾄﾊﾞﾝｸ 

 阪急電鉄㈱ ㈱ﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｰｽ 

 ﾊﾟﾝﾃｵﾝ地所㈱ ﾏｰｻｰｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 ㈱ﾋﾟｰ･ｱｲ･ｼﾞｪｰ ﾏｰﾁｬﾝﾄ･ﾊﾞﾝｶｰｽﾞ㈱ 

 ﾋﾞｰ･ﾀﾞﾌﾞﾘｭｰ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ﾏｳﾝﾃﾝ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ 

 ㈱ﾋﾞｰﾛｯﾄ ㈱Magne-Max Capital Management 

 ㈱光ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾏｯｺｰﾘｰｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 BizAsset㈱ 松阪証券㈱ 

 ﾋﾞｽﾀﾏｯｸｽ･ﾌｧﾝﾄﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱ 松田ﾄﾗｽﾄｱﾝﾄﾞｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 ひまわり証券㈱ ﾏｯﾌﾟ投資開発㈱ 

 ﾌｧｰｽﾄｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ㈱ 松本産業㈱ 

 ﾌｧｰｽﾄﾒｲｸ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ㈱ ㈱ﾏﾈ-ﾋﾞﾙ 

 ㈱ﾌｧｲﾄﾚｰﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ﾏﾈｯｸｽ証券㈱ 

 ﾌｧｲﾅﾝｽｱｶﾃﾞﾐｰ㈱ ㈱まんてん 

 ㈱ﾌｧﾝﾄﾞｸﾘｴｰｼｮﾝ ㈱ﾐｸﾆ 

 ﾌｧﾝﾈﾙ投資顧問㈱ ㈱みずほ証券ﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

 ㈱ﾌｨｽｺ みずほ総合研究所㈱ 

 ㈱ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ みずほ第一ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 

 ﾌｨﾘｯｸｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ㈱三井住友ﾄﾗｽﾄ基礎研究所 

 ﾌｨﾛｿﾌｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 三菱ｱｾｯﾄ･ﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ㈱ 

 ﾌｨﾝﾃｯｸｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ㈱ 三菱 UFJ ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ PB 証券㈱ 

 ﾌｪｱﾄﾚｰﾄﾞ㈱ ㈱三福 

 ㈱ﾌｪｽﾀ ﾐｮｳｼﾞｮｳ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ 
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 みらいｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ﾗﾙｺﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

 みらいｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ ﾗﾝﾃﾞｽ･ｴﾌｼﾞｰ（橋山 賢一） 

 ﾐﾘﾏﾝ･ｲﾝｸ ﾗﾝﾄﾞﾏｰｸｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱ 

 Millennium Global Japan Ltd. ㈱ﾘｱﾙｷｬﾋﾟﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 ㈱みんかﾌﾞﾙﾄﾚｰﾄﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ ㈱ﾘｰﾌﾞﾙ 

 Mapletree Investments Japan㈱ ﾘｴｿﾞﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 ㈱明和ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ﾘｽﾄ㈱ 

 ﾒﾃﾞｨｯｸ投資顧問㈱ ﾘｯｷｰﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ㈱ 

 ﾓｰﾆﾝｸﾞｽﾀｰ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱ ㈱ﾘｯｼ 

 ㈱ﾓﾝｷｰｻｲﾄ ﾘﾆｭｰｱﾌﾞﾙ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 矢野新ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ 矢野新商事㈱ ㈱ﾘﾊﾞｲﾊﾞﾙｻﾎﾟｰﾄ 

 ㈱山一地所 ㈱ﾘﾗｲｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ 

 UOB ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ ㈱ﾘﾝｹｰｼﾞ 

 優木産業㈱ ﾘﾝｹｰｼﾞ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

 郵船不動産㈱ ㈱ﾚｰｻﾑ 

 ﾕｰﾚｶﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ合同会社 ﾚﾍﾞﾙﾍﾞｽﾄ㈱ 

 ㈱ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞｼｽﾃﾑｽﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ ﾛｰﾄﾞｽﾀｰｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 

 ﾕﾆ･ｱｼﾞｱｷｬﾋﾟﾀﾙ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ ㈱ﾛｰﾝ･ｽﾀｰ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｸｲｼﾞｯｼｮﾝｽﾞ 

 ㈱UNION GAINER JAPAN ﾛｺﾞｽ･ｱﾝﾄﾞ･ﾊﾟﾄｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰｻｰﾋﾞｽ㈱ 

 ﾕﾆｿﾞﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ ㈱ﾛｼﾞｺﾑ 

 ㈱陽光ｱｾｯﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ ﾛﾍﾞｺ･ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰｼｮﾅﾙ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ B.V. 

 ﾗｲｼﾞﾝｸﾞﾌﾞﾙ投資顧問㈱ ﾜｰﾙﾄﾞｱﾌﾟﾚｲｻﾞﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 ㈱ﾗｲﾌｽﾀｲﾙｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ﾜｲﾙﾄﾞｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ㈱ 

 ﾗｻｰﾙ不動産投資顧問㈱ ㈱ﾜｶﾊﾞﾔｼｴﾌｴｯｸｽｱｿｼｴｲﾂ 

 ㈱ﾗﾎﾟｰﾙｴｽﾃｰﾄ ㈱ﾜﾝｱｲﾄﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ 
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３ 事務局 

 

（1）所在地 

 

〒103-0025 

  東京都中央区日本橋茅場町 1 丁目 5 番 8 号  東京証券会館 7 階 

TEL：03-3663-0505 FAX：03-3663-0510 

 

（2）職員 

 

平成 26 年 3 月 31 日現在、事務局職員数は 18 名です。 
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附 属 明 細 書 

 

 

「事業報告の内容を補足する重要な事項」として、「事業報告の附属明細書」に記載す

べき事項は、ありません。 

 


